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は じ め に 

 

 この消防年報は、八幡市の消防行政の実態を紹介するために昭和５８年より

刊行しており、消防業務の内容、火災、救助、救急統計などを掲載しています。 

 令和元年度は、昭和４３年４月に八幡市消防本部（当時は八幡町）が発足し

てから５２年を迎え、当初７人だった職員数は現在８１人となり、当初の１１

倍という大きな組織となりました。この間、人材の育成や消防資機材等の充実・

強化を図ってきました。 

消防の仕事は、地域の安心安全を守るという使命を担っています。火災や救

急といった現場活動はいうまでもなく、災害を未然に防ぐ予防業務等、その仕

事は多岐にわたり、それらに対応する消防力が求められています。 

また、消防団や女性防火推進隊、防火推進連絡会等の消防防災関係機関との

連携を図り、市民が安全で安心して暮らせる地域社会を築いていきます。 

 本市の消防行政の現況をご理解いただき、ご協力をいただきますようお願い

申し上げますと共に、この年報が今後の消防防災行政の参考資料としてご活用

いただければ幸いに存じます。 
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１．八幡市の概要 

 市  章  この市章は、町村合併10周年を記念し、広く公募して制定しました。周囲の竹は、

伸びゆく若い力と困難に打ち勝つ根強さを、中央の２羽の鳩は、八幡市の頭文字で

ある「八」をかたちどるとともに、平和と友愛の精神を表現しています。竹と鳩は、

ともに本市にゆかりの深いものです。（昭和39年10月１日制定・昭和52年11月１

日、市制施行に伴い町章を市章としました。） 

シンボルマーク このシンボルマークは、市制施行２０周年を記念し、公募して制定したものです。

八幡市の頭文字の「Ｙ」と、市民が腕を広げ元気に飛躍する姿をデザイン化した躍

動感あふれるものです。Ｙ部分の青色は、誠実さと美しい自然を、オレンジ色の円

は明るい未来と希望を表しています。（平成9年11月1日制定） 

(1) 位置・地勢

本市は、北緯 34度 52分、東経 135度 42分、京都府の南西部、木津川・宇治川・桂川の三川が合流

して淀川となる地点に位置し、大阪府境に接しています。京都市,大阪市という二大都市の中間にあっ

て、交通至便な立地条件を有しています。面積は24.35ｋ㎡、最大幅は、東西約6.7ｋｍ、南北約8.5ｋ

ｍで京都市・久御山町・京田辺市の区域内に飛地を有しています。 

 北部から東部にかけては、島本町・大山崎町・京都市・久御山町・

城陽市と、南東部は京田辺市と、西部は枚方市と接しています。 

 西部の男山から南部の美濃山地域にかけては、なだらかに起伏し

た丘陵地で、その他の地域は,おおむね平地で形成されています。丘

陵部では住宅開発が進み、平地部には、一級河川の大谷川、防賀川

が流れています。また、中央部から東部にかけては、田園が広がっ

ており、その中を国道１号、第二京阪道路が縦貫しています。さらに、市南部を東西にはしる新名神高

速道路も建設中（一部開通）で、交通の要衝としての役割はますます大きくなってきています。 

(2) 沿革・概要

本市の歴史は古く、市域の南西部丘陵地帯から約２万年前の石器が出土しており、すでに旧石器時代

には人が生活をしていたことがうかがわれます。また、弥生時代や古墳時代の遺跡などが市域全域に分

布しており、古代から開けていたことをしめしています。 
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 古代から近世に至るまで、交通手段として木津川や淀川の水路の利用が高まるとともに、陸路として

古山陰道、東高野街道、京街道が整備され、本市は山陰や奈良、京都へ通じる交通の要衝として重要な

役割を担ってきましたが、反面、権力闘争の要衝として再三の戦火に見舞われました。 

 貞観元年（ 859年）、平安京を鎮護するた

め、九州から八幡神が勧請され、男山に石

清水八幡宮が建立されてからは、その門前

町として発展しました。 

 文化面では、江戸時代初期、寛永の三筆

の一人と称される松花堂昭乗が石清水八幡

宮の坊舎に住まいし、当代の著名な文人た

ちと交流し、書・画・茶の湯・和歌などに長

じ異彩を放ち、文化の発信基地としても高い地位を占めていました。全国的にも有名な松花堂弁当は、

この松花堂昭乗に由来しています。 

 江戸時代から明治期にかけては、農作物の開発や栽培が盛んとなり、京都・大阪という大消費地を抱

え、豊かな田園の広がる近郊農村としても発展しました。また、門前町としての規模的な拡大こそなか

ったものの、商業においても安定した発展を続けてきました。 

 明治の末期になると市域の北端を通る京阪電気鉄道が開通し、交通手段の発達に伴って、淀川水運の

要衝としての本市の役割は次第に低下しました。 

 明治22年、町村制施行によって、現在の市域に八幡町、都々城村、有智郷村が設けられ、昭和29年

にこの３町村が合併して人口１万６千

人の新しい八幡町となりました。 

 昭和 30 年代における京都・大阪都市

圏の広がりは、近隣地域への人口の分散、

ベッドタウン化をもたらしました。特に

本市においては、２大都市圏の中間に位

置するという立地条件もあって住宅適

地として脚光を浴び、昭和 40 年代後半

には（旧）都市基盤整備公団による男山

団地の開発が主因となって、全国屈指の人口急増をみるに至りました。 
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エジソン記念碑（石清水八幡宮内） 



昭和 50年には人口が５万人(国勢調査）を超え、昭和 52年 11月 1日に市制を施行、京都府内で 11

番目の市となる八幡市が誕生しました。これを契機として昭和 53年 3月に、都市としての基盤づくり

の指針として、初めての総合計画となる「第１次八幡市基本構想」を策定しました。10 年後の昭和 62

年12月には、都市としての成長の指針として「第２次八幡市基本構想」を、平成8年12月には、都市

としての個性と魅力づくりの指針として「第３次八幡市総合計画」を、平成19年3月には、「第４次八

幡市総合計画」を策定し、「自然と歴史文化が調和し 人が輝く やすらぎの生活都市 ～自立と協働

による個性あふれるまちづくり～」を将来都市像に定め、さまざまな施策を実施してきました。 

この「第４次八幡市総合計画」は、平成29年3月末で終了し、平成30年度からは、これまでのまち

づくりを引き継ぎながらも、限りある地域の資源を効果的かつ創造的に活用し、地域への愛着と誇りの

中で、市民一人ひとりが考え創る「賢明で快適な（＝smart（スマート））」まちづくりを進め、市民だけ

でなく、訪れる人とともに、健やかで心豊かな暮らしを楽しめる、住んでよし、訪れてよし（Ｓｍａｒｔ Ｗ

ｅｌｌｎｅｓｓ，Ｓｍａｒｔ Ｗｅｌｃｏｍｉｎｇ）の八幡市をめざす「第５次八幡市総合計画」を策定しました。 

 八幡市では、平成 28年の 6月に「八幡市総合計画策定条例」を制定し、基本構想を「市の将来都市

像及びその実現に向けた施策の基本的な方向性を示すもの」と定義しました。この基本構想をもとに、

「八幡市総合計画」を策定し、その実現に向けて具体的な「基本計画」と「実施計画」を定めることに

なります。 

 市制施行前後の人口の状況をみると、昭和50

年から昭和55年には36.6％、昭和56年から昭

和 60年には 12.2％の増加をみました。しかし

ながら、昭和60年から平成2年では4.8％とな

り、平成5年に7万6千人を超えたのを境に減

少に転じました。その後、平成13年度以降は増

減を繰り返しながら推移し、平成24年度以降は

減少傾向にあります。 

 令和2年3月末日現在、本市の人口は、70,789

人、33,219世帯となっています。 

(3) 気候 

 気候は年間を通じて比較的温暖で、年平均気温は約１7℃，降水量は年間平均約１,500㎜程度です。

地形的には、上流域におけるダムの放流や降雨の状況により、木津川や淀川本流の水位が内水位より高

くなるという地形上の特徴があります。 
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航海記念塔（高さ６ｍ） 



八 幡 市 市 民 憲 章（昭和４４年５月１８日制定） 

（昭和５２年１１月１日、市制施行に伴い、八幡町住民憲章を八幡市市民憲章に改称しました。） 

 

わたくしたちは 美しい自然と古い歴史にめぐまれ 力づよく前進する八幡の市民であることに自覚と

誇りをもちます 

わたくしたちは きょうのくらしを守り あすのしあわせを築くため わたくしたちのめざす姿とまち

のすすむべき道を明らかにします 

わたくしたちは この憲章が市民の総意にもとづき定められたことをよろこびとし わたくしたちの名

誉にかけて これを守ります 

 

１ ゆたかなくらしをめざして 楽しく働きます  

心とからだをきたえ 健康を守る  

  むだのない うるおいのある生活をする 

  働くことに誇りをもち 仕事を大切にする 

  職場の環境をよくし 働く人の立場を守る 

  産業をそだて くらしをゆたかにする 

 

１ きれいなまちをめざして 手をつなぎます 

  自然を愛し 花や緑を育てる  

  澄んだ大気と清らかな水を守る  

  ごみや汚物のないまちにする 

  みんなの施設を大事にする 

  くらしのきまりを尊ぶ 

 

１ あたたかい社会をめざして ともに助け合います 

  人権を尊び あたたかく人とまじわる 

  ことばと行いに責任をもつ 

  としよりとこどもをたいせつにする 

  からだのわるい人やめぐまれない人をはげます 

  力をもちよってたがいに助け合う 

 

１ すみよい都市をめざして 力を合わせます 

くらしをもとにして つねにあすのまちを考える 

つくる場 すまいの場 まなぶ場 いこいの場をととのえる 

まとまりのある快適なまちをつくる 

ゆたかなまちを築き くらしの願いにこたえる 

災害を防ぎ 公害を除き 交通の安全をはかる 

 

１ 平和なふるさとをめざして たがいを高めます 

話し合う場をすすんでつくる 

よい環境をつくり 青少年を正しくそだてる 

つねにくらしをみつめ すすんで自治に参加する 

いっさいの暴力を認めず 平和をつらぬく 

ふるさとの歴史にまなび 新しい文化をひらく 
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八幡市非核平和都市宣言（昭和５７年９月２８日制定） 

 

 恒久の平和と安全は人類共通の念願であり、この至高の目標の達成なくしては、八幡市がめざしてい

る「ゆたかな文化の都市」「心のかよう福祉の都市」の実現もまたあり得ない。 

 

 われわれ八幡市民は、いのちの尊厳を深く認識し、非核三原則が完全に実施されることを願い、核兵

器の廃絶と軍備の縮小を強く全世界のひとびとに訴えるとともに、この人類普遍の大義に向かって不断

の努力を続けることを決意した。 

 

 ここに 八幡市を「非核平和都市」とすることを宣言する。 

 

 

八幡市環境自治体宣言（平成１４年４月１日制定） 

 

 みどり豊かな自然のきれいな水、澄んだ空気など美しい環境を守り育てることは、私たち人間だけで

なく、すべての生き物にとって共通の願いです。 

 

 そして、私たちが生まれたかけがえのない地球のよりよい環境を、子どもたちに引き継いでいくこと

が、私たちに与えられた大きな責任です。 

 

 地球全体を見つめ、身近なところから行動しなければならない今、すべての市民、事業者、行政が協

力しあい、私たちのふるさと八幡を「人と自然が共生する環境にやさしいまち」にしていくことを決意

し、ここに八幡市を環境自治体とすることを宣言します。 

 

・ 私たちは、水やみどり、空気などを大切にし、いろいろな生き物がともに生きていける環境を守り

育てます。 

 

・ 私たちは、大切な資源を守るため、ものを使い捨てる生活を繰り返し使う生活に見直して、ものを

大切にする心豊かな暮らしをめざします。 

 

・ 私たちは、自然エネルギーの利用や省エネルギーに心がけ、環境にやさしい文化的な生活をめざし

ます。 

 

・ 私たちは、それぞれの役割と責任を十分に理解し、すべての人たちと進んで協力して、安心で快適

な生活ができる美しいまちをつくります。 

 

・ 私たちは、いつも身近な生活を通して地球環境の大切さを考え、行動します。 
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八幡市の花・木・鳥・花木 

 

「市の花」 さつき 

（昭和４２年１０月１制定・昭和５２年１１月１日、市制施行に伴い「市

の花」としました） 

 町村合併１３周年を記念し、花に満ち緑にあふれる健康なまちづくりへ

の願いを込めて、広く市民から公募して制定しました。「さつき」は愛すべ

き美しさの象徴であり、本市にゆかりの深いものです。 

 

 

 

「市の木」 くすのき 

（昭和４２年１０月１制定・昭和５２年１１月１日、市制施行に伴い「市

の木」としました） 

 市の花の「さつき」と同じく、町村合併１３周年を記念し、緑にあふれ

た健康なまちづくりへの願いを込めて、広く市民から公募して制定しまし

た。「くすのき」は、たくましい力の象徴であり、「さつき」と同様に本市

にゆかりの深いものです。 

 

 

 

「市の鳥」 しじゅうから 

（平成４年１２月１０日制定） 

 市制施行１５周年を記念して、市民へのアンケート調査結果などを参考

に、自然環境保全のシンボルとして制定しました。「しじゅうから」は、市

内のほぼ全域で１年を通して見られます。特に、男山、美濃山地域に多く、

平地から山地、市街地の林に生息し、木の実、小昆虫を主食としています。

泣き声は、ツーツーピーと鳴きます。 

 

 

「市の花木」 つばき 

（平成１４年１１月１日制定） 

 市内には多種多様な「つばき」の名木が多数あることや市内外から多く

の来場がある「松花堂つばき展」の毎春の開催などで、市議会に「つばき

を八幡市の『花木』とする請願書」が提出され、全会一致で採択されたこ

とから市制施行25周年を記念し、「市の花木」として制定しました。 
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八 幡 市 市 歌 

 八幡市市歌は、昭和５７年の八幡市制五周年を記念して制定されました。小川義勝／作詞 もず昌

平／補作詞 三山敏／作曲 高松伸光／編曲です。 

１ 春はさつきに茶摘み唄     ２ 楠（くす）のみどりに男山 

  秋には梨狩り 女郎花（おみなえし）    昭乗ゆかりの松花堂 

  四季の移（うつろ）い さわやかに     今に伝わるエジソンの 

  水面（みなも）彩（いろど）る 木津川よ    偉業支えた八幡竹（やわただけ） 

  豊かな自然に恵まれて     文化の灯（ともしび） たくましく 

永久（とわ）に栄えん 我がまち八幡    永久に点（とも）さん 我がまち八幡 

３ 強く大きく育つ子よ 

  暮らしに夢見る人と人 

  手と手さしのべ助け合い 

  目指す福祉のまち作（づく）り 

  ふれあう心で この平和 

  永久に守らん 我がまち八幡 

友 好 都 市 

マイラン村
 オハイオ州にあるマイラン村は、五大湖のひとつ、エリー湖の南方に位置する人口約２千人、面積約

１０平方キロメートルの小さな村です。世界の発明王、トーマス・アルバ・エジソンの生誕地として知

られているほか、マイラン歴史博物館には未開拓時代の石器類や農耕具が展示されているなど、米国内

では歴史のある村です。 

 エジソンが白熱電球のフィラメントに八幡の竹を使って実用化に成功したのを縁に、１９８６年（昭

和６１年）８月１２日に友好都市協定を締結しました。

宝鶏市
 陝西省第二の都市、宝鶏市は、人口約３６５万人、面積約１万８２００平方キロメートルの大きなま

ちです。 

 古代の周、秦王朝の都として栄え、「青銅器の故郷」とも呼ばれています。三国志の舞台としても有名

で、諸葛孔明が陣没した「五丈原」のほか、太公望が釣り糸を垂れたといわれる「釣魚台」や、地下宮

殿から多くの金銀品が発見された漢代建築の「法門寺」など、種々の遺跡や古建築物が今に残されてい

る歴史都市です。 

八幡市とは、１９９２年（平成４年）１１月２日に友好都市提携を結びました。 
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２．地区別人口集計表 

令和2年3月31日現在 

地 区 名 
人  口 （人） 世 帯 数 

（世帯） 総 数 男 女 

八 幡 地 区 ２１，９５６ １０，８１７ １１，１３９ １０，７５９ 

橋 本 地 区 １０，５８８ ５，１６１ ５，４２７ ４，５３７ 

川 口 地 区 ２，６４４ １，３０１ １，３４３ １，１７０ 

岩 田 地 区 ５３９ ２６７ ２７２ ２３３ 

野 尻 地 区 １０４ ５４ ５０ ３４ 

上津屋地区 ４９０ ２２８ ２６２ ２０８ 

上奈良地区 １６９ ９１ ７８ ８２ 

下奈良地区 ７０９ ３５５ ３５４ ３７５ 

内 里 地 区 ９６０ ４７３ ４８７ ４４３ 

戸 津 地 区 ６５２ ３４０ ３１２ ２７５ 

美濃山地区 ４，２９７ ２，１２９ ２，１６８ １，６８２ 

男 山 地 区 ２０，４５２ ９，７８９ １０，６６３ １０，７７０ 

西 山 地 区 １，７９９ ８３５ ９６４ ８２０ 

欽明台地区 ５，４３０ ２，６３８ ２，７９２ １，８３１ 

合  計 ７０，７８９ ３４，４７８ ３６，３１１ ３３，２１９ 

 

３．人口及び世帯数の推移（過去１０年間） 

各年度3月31日現在 

年度 

項目 
23 24 25 26 27 28 29 30 元 2 

人 口 74,167 73,928 73,553 73,172 72,992 72,448 71,958 71,611 71,183 70,789 

世帯数 31,074 31,368 31,528 31,711 32,058 32,295 32,508 32,710 32,914 33,929 

人口の推移 

世帯数の推移 
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４．消防本部（署）の沿革 

 

年  次 沿      革 

昭和４３年 ４月 

 

 

 

 

八幡町消防本部として任意で設置する。 

消防長以下、職員７人、救急自動車１台、小型動力ポンプ積載車１台で運用す

る。 

全国消防長会に加入する。 

全国消防長会東近畿支部に加入する。 

      ５月 救急業務を開始する。（13日） 

昭和４４年 ４月 消防職員１０人となる。 

救急自動車を配置する。（20日） 

      ９月 京都府南部地域広域消防応援協定を京都市外２３市町村間において締結する。

（1日） 

京都府綴喜郡地域消防相互応援協定を郡内４町間（八幡町、田辺町、井手町、

宇治田原町）において締結する。（1日） 

普通消防ポンプ自動車１台を購入配置する。（25日） 

昭和４６年 ２月 化学消防ポンプ自動車１台を購入配置する。（25日） 

      ４月  消防職員１７人となる。 

      ５月 広報車１台を購入配置する。（9日） 

昭和４７年 １月 屈折はしご車（１５ｍ級）１台を配置する。（当時の日本住宅公団より寄贈） 

      ４月 政令指定に基づき、八幡町消防本部（署）を八幡町大字八幡荘小字科手１０５

番地に設置する。 

消防職員２３人となる。 

      ７月 消防職員２７人となる。 

      ９月 消防職員２８人となる。 

     １０月 消防専用超短波無線基地１、移動局５、携帯局１を開局する。（17日） 

消防職員２９人となる。 

昭和４８年 ９月 八幡町火災予防条例施行規則を制定する。（八幡市火災予防条例：昭和 37年 4

月 1日施行） 

     １１月 消防職員３１人となる。 

昭和４９年 ４月 消防職員３４人となる。 

昭和５０年 ４月 救助用資器材を整備し、配備する。 

救急車（３Ｂ）を更新配置する。 

指令車を購入配置する。 

      ７月 八幡町、久御山町消防相互応援協定を締結する。（1日） 

          １１月 八幡町、枚方市、枚方寝屋川消防組合消防相互応援協定を締結する。（17日） 

八幡町、京都市消防相互応援協定を締結する。（20日） 

     １２月 消防庁舎新築移転に伴い、消防本部（署）、消防団本部を八幡町大字八幡荘小字

高畑１番地の１に設置する。 

昭和５１年 ５月 消防職員３６人となる。 

      ６月 八幡町危険物規制規則を制定する。 
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年  次 沿      革 

昭和５１年 ７月 八幡町火災予防規程を制定する。 

     １１月 救急車（２Ｂ型）を更新配置する。 

昭和５２年 ４月 

 

 

 

 

消防本部（署）の機構改革により、八幡町消防本部組織規則を改正する。 

八幡町消防職員階級規則を制定する。 

八幡町消防署組織規程を制定する。 

消防職員３８人となる。 

八幡町防火推進連絡会が結成される。 

     １０月 家庭用電気器具等の点検を実施する。（23日） 

     １１月 

 

 

 

 

市制施行に伴い、八幡市消防本部（署）となる。これに伴い、消防本部の機構

を強化し、消防本部に総務課と防災課を新設する。 

八幡市消防本部組織規則を改正する。（1日） 

八幡市消防吏員階級規則を制定する。（1日） 

八幡市救急業務に関する規程を制定する。（1日） 

     １２月 水槽付消防ポンプ自動車１台を購入配置する。 

昭和５３年 ４月 消防職員４０人となる。 

      ９月 八幡市婦人防火推進隊が結成され、戸田珠美隊長が就任される。 

     １０月 電気・ガス器具等無料点検を実施する。（22日） 

昭和５４年 ４月 消防職員４３人となる。 

      ７月 広報車（防災パトロール）１台を配置する。（東京海上火災より寄贈） 

      ９月 化学消防ポンプ自動車１台を配置する。（日本損害保険協会より寄贈） 

     １０月 八幡市婦人防火推進隊：川端慶子隊長が就任される。 

電気・ガス器具等無料点検を実施する。（28日） 

     １１月 消防職員４６人となる。 

昭和５５年 ２月 指令車を更新配置する。 

      ４月 

 

消防職員５０人となる。（事務職員１人を含む。） 

八幡市婦人防火推進隊：橋本陽子隊長が就任される。 

     １１月 電気・ＬＰガス無料点検を実施する。（16日） 

昭和５６年 ３月 

 

消防救急一斉指令装置（Ｂ型）を設置する。 

職員の手作りによる起震装置が完成する。 

      ８月 災害対策用発電機２台を購入する。 

     １１月 電気及びガス器具等の無料点検を実施する。（3日） 

昭和５７年 ３月 水難救助ボート２隻を購入する。 

     １１月 独居老人宅電気・ガス器具無料点検を実施する。（2日） 

昭和５８年 １月 普通消防ポンプ自動車を更新配置する。 

      ８月 独居老人宅電気・器具等無料点検を実施する。（25日） 

     １０月 

 

携帯無線５Ｗを購入する。 

救急車２台運用を開始する。 

昭和５９年 ８月 指揮車を更新配置する。（日本消防協会より寄贈） 

独居老人宅電気・ガス無料点検を実施する。（21日） 

      ９月 総合気象観測装置を設置し、運用を開始する。 
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年  次 沿      革 

昭和５９年１０月 救急車を更新配置する。（交通安全対策特別交付金） 

昭和６０年 ４月 消防職員５４人となる。（事務職員１人を含む。） 

 ９月 電源照明装置（５Ｋｗ）を普通消防ポンプ自動車に取り付ける。 

独居老人宅電気・ガス無料点検を実施する。（4日） 

     １０月 八幡市危険物安全協会が結成される。 

昭和６１年 １月 建設省負担による高山ダム等放流連絡用ＦＡＸを設置する。 

３月 消防作業車を更新配置する。 

８月 独居老人宅電気・ガス無料点検を実施する。（28日） 

１０月 消防職員幹部に携帯用受信機を配置する。 

１１月 携帯用無線５Ｗを購入する。 

昭和６２年 １月 救急車（２Ｂ型）を更新配置する。（交通安全対策特別交付金） 

      ４月 八幡市婦人防火推進隊：尼崎照美隊長が就任される。 

      ８月 独居老人宅電気・ガス無料点検を実施する。（28日） 

      ９月 

 

各係長に携帯用受信機を配置する。 

難燃性作業服を貸与する。 

     １２月 聴覚障害者宅に緊急連絡用ＦＡＸを設置する。（市福祉課） 

昭和６３年 ３月 

 

指令車を更新配置する。 

救助用ヘルメットを貸与する。 

      ８月 独居老人宅電気・ガス無料点検を実施する。（29日） 

平成 元年 ４月 八幡市婦人防火推進隊：瀬戸美津子隊長が就任される。 

      ８月 独居老人宅電気・ガス無料点検を実施する。（30日） 

     １０月 化学消防ポンプ自動車を更新配置する。（日本損害保険協会より寄贈） 

平成 ２年 ２月 

 

普通消防ポンプ自動車を更新配置する。 

救助器具の整備をはかる。 

      ４月 消防職員５９人となる。（事務職員１人を含む。） 

      ８月 独居老人宅電気・ガス無料点検を実施する。（29日） 

平成 ３年 １月 ２４ｍ級梯子付消防自動車を購入配置する。 

      ３月 消防無線局を更新する。（５Ｗ級） 

      ４月 

 

消防本部（署）の組織を改正し、総務課、予防課、警備一課、警備二課の４課

体制とする。 

      ５月 

 

八幡市婦人防火推進隊：大西雅子隊長が就任される。 

救急自動車に自動車電話を設置する。 

      ６月 消防広報車を更新配置する。 

      ８月 独居老人宅電気・ガス無料点検を実施する。（28日） 

平成 ４年 ４月 消防職員６１人となる。（事務職員１人を含む。） 

      ８月 独居老人宅電気・ガス無料点検を実施する。 

平成 ５年 ３月 救急自動車（中規格）を更新配置する。 

      ４月 消防職員６４人となる。（事務職員１人を含む。） 

八幡市消防本部組織規則を改正し、総務課に消防団係を設置する。 

      ８月 独居老人宅電気・ガス無料点検を実施する。（30日） 
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年  次 沿      革 

平成 ５年１２月 機構改革に伴い、通信指令室を設置する。 

平成 ６年 ３月 救急救命士１人が誕生する。 

      ４月 消防職員６２人となる。 

 ８月 独居老人宅電気・ガス無料点検を実施する。（30日） 

平成 ７年 １月 

 

１月１７日、兵庫県南部地震（阪神淡路大震災）が発生し、甚大な被害となる。

これに対し、救助、救急活動に延べ４１人の職員が出動する。 

      ３月 救急自動車（中規格）を廃棄し、救急自動車（高規格）を配置する。 

      ４月 消防職員６１人となる。 

救急救命士２人となる。 

救急救命士乗車による高度救急業務の運用を開始する。 

      ８月 八幡市機構改革により、交通業務を市役所に移管する。 

八幡市消防本部（署）機構の一部改正により、本部２課、署２課とする。 

自主防災組織づくりに着手する。（市総務課より移管） 

独居老人宅電気・ガス無料点検を実施する。（29日） 

     １０月 救急救命士３人となる。 

高度シュミレーター１セットを購入する。 

第１１回全国婦人消防操法大会に八幡市婦人防火推進隊が京都府代表として

出場する。 

１２月 化学防護服３セットを購入する。 

平成 ８年 ３月 自主防災組織２地区で結成される。 

      ４月 救急救命士４人となる。 

      ８月 独居老人宅電気・ガス無料点検を実施する。（28日） 

     １１月 救急救命士５人となる。 

平成 ９年 ２月 

 

救助工作車１台を購入配置する。 

八幡市婦人防火推進隊：日本消防協会より表彰される。（表彰旗授与） 

      ３月 自主防災組織２１隊（会）となる。 

      ４月 救急救命士６人となる。 

      ８月 独居老人宅電気・ガス無料点検を実施する。（28日） 

平成１０年 ３月 自主防災組織２７隊（会）となる。 

      ４月 救急救命士７人となる。 

      ８月 独居老人宅電気・ガス無料点検を実施する。（28日） 

     １０月 

 

八幡市自主防災推進協議会が発足する。 

八幡市消防本部発足３０周年記念事業を実施する。 

平成１１年 ３月 

 

自主防災組織２９隊（会）となる。 

指揮車（現場指令車）を更新配置する。（27日） 

      ４月 

 

救急救命士８人となる。 

八幡市婦人防火推進隊：岡本みどり隊長が就任される。 

      ８月 ひとり暮らし宅電気・ガス無料点検を実施する。（28日） 

      ９月 京都府と合同で発災対応型総合防災訓練を実施する。 

     １０月 八幡市八幡志水に防災広場を設置する。 
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年  次 沿      革 

平成１２年 ３月 自主防災組織３０隊（会）となる。 

 自主防災組織に救助資器材を配備する。 

 自主防災組織に係る資材保管庫を市内９ヵ所に設置する。 

 ４月 救急救命士９人となる。 

      ７月 

 

救急自動車（中規格）を廃棄し、救急自動車（高規格）を配置する。これによ

り高規格救急自動車２台による運用となる。 

      ８月 ひとり暮らし老人宅電気・ガス無料点検を実施する。（31日） 

     １０月 化学消防ポンプ車（旧型）を廃棄し、水槽付消防ポンプ自動車を配置する。（日

本損害保険協会より寄贈） 

平成１３年 ３月 自主防災組織３４隊（会）となる。 

      ４月 消防職員６３人となる。 

救急救命士１０人となる。 

      ８月 ひとり暮らし高齢者宅電気・ガス無料点検を実施する。（28日） 

     １０月 八幡市消防本部（署）機構の一部改正により、本部３課、署１課とする。 

     １２月 資材運搬車（軽トラック）１台を配置する。（八幡ライオンズクラブより寄贈） 

平成１４年 ３月 自主防災組織３５隊（会）となる。 

      ８月 ひとり暮らし老人宅電気・ガス無料点検を実施する。（28日） 

９月  自主防災組織に救助資器材及び資材保管庫を市内１０ヵ所に設置する。 

平成１５年 ３月 消防庁舎新築移転に伴い、消防本部（署）、消防団本部を八幡市八幡植松１９番

地の１に設置し、併せて緊急通信指令システムを導入する。 

消防庁舎新築移転に併せて、同所に八幡市市民防災広場及びコミュニティ消

防・防災センターを設置する。 

自主防災組織に救助資器材及び資材保管庫を市内１８ヵ所に設置する。 

 ４月 八幡市消防本部（署）機構の一部改正により、本部２課、署２課１室とする。 

消防職員６５人となる。（人事課付事務職員１人を含む。） 

救急救命士１１人となる。 

自主防災組織３６隊（会）となる。 

      ８月 高規格救急自動車１台を更新配置する。 

ひとり暮らし老人宅電気・ガス無料点検を実施する。（28日） 

     １１月 自主防災組織３７隊（会）となる。 

平成１６年 ３月 

 

消防職員の条例定数を６４人から７１人に改正する。 

自主防災組織に救助資器材及び資材保管庫を市内８ヵ所に設置する。 

      ４月 

 

消防職員６７人となる。（事務職員１人を含む。） 

緊急消防援助隊に消火部隊（ポンプ車１台、隊員５人）を（初期）登録する。 

      ８月 ひとり暮らし老人宅電気・ガス無料点検を実施する。（27日） 

平成１７年 ３月 

 

自主防災組織に防災資器材（パック毛布、防水シート）を配備する。 

消防職員６６人となる。（事務職員１人を含む。） 

      ４月 

 

 

消防職員６９人となる。（事務職員１人を含む。） 

「八幡市婦人防火推進隊」を「八幡市女性防火推進隊」に改称する。 

消防職員７０人となる。（事務職員１人を含む。） 
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年  次 沿      革 

平成１７年 ５月 自主防災組織３８隊（会）となる。 

 消防職員６９人となる。（事務職員１人を含む。） 

７月 救急救命士１２人となる。 

      ８月 

 

第３４回全国消防救助技術大会（ほふく救出の部）に八幡市消防本部として初

めて出場する。（開催場所：埼玉県さいたま市） 

ひとり暮らし老人宅電気・ガス無料点検を実施する。（9日） 

      ９月 

 

普通消防ポンプ自動車１台を廃棄し、災害対応特殊普通消防ポンプ自動車１台

を配置する。 

     １０月 緊急消防援助隊近畿ブロック合同訓練（28日～29日：和歌山県）に参加する。 

     １２月 

 

船外機１台 ヤマハ（６６Ｍ）を配置する。（京都やわたライオンズクラブより

寄贈） 

平成１８年 ３月 自主防災組織３９隊（会）となる。 

      ４月 消防職員６７人となる。（事務職員１人を含む。） 

緊急消防援助隊に救急部隊（高規格救急自動車１台、隊員３人）を（初期）登

録する。 

自主防災組織に防災資器材（パック毛布、防水シート、バール）を配備する。 

      ７月 消防職員６６人となる。（事務職員１人を含む。） 

      ８月 ひとり暮らし老人宅電気・ガス無料点検を実施する。（4日） 

     １０月 緊急消防援助隊近畿ブロック合同訓練（24日～25日：京都府）に参加する。 

          １２月 自主防災組織に防災資器材（担架）を配備する。 

消防作業車を廃棄し、消防資機材搬送車を配置する。 

平成１９年 ２月 自主防災組織に資材保管庫１台を追加設置する。 

      ４月 消防職員６９人となる。（事務職員２人を含む。） 

緊急消防援助隊に後方支援部隊（消防資機材搬送車１台、隊員２人）を（初期）

登録する。 

      ５月 自主防災組織に防災資器材（スコップ、ハンマー）を配備する。 

      ８月 ひとり暮らし老人宅電気・ガス無料点検を実施する。（8日） 

     １１月 高規格救急車１台を廃棄し、災害対応特殊救急自動車１台を配置する。 

平成２０年 ２月 自主防災組織４０隊（会）となる。 

      ４月 消防職員７０人となる。（事務職員２人を含む） 

      ５月 自主防災組織に資材保管庫２台を追加設置する。 

自主防災組織に防災資器材（スコップ、ハンマー、バール、防水シート、毛布、

電子メガホン、強力ライト、消火バケツ、標旗、ヘルメット）を追加配備する。 

      ８月 緊急消防援助隊近畿ブロック合同訓練（31日～9月 1日：大阪府）に参加する。 

救急救命士１３人となる。 

ひとり暮らし高齢者宅電気・ガス無料点検を実施する。（6日） 

      ９月 自主防災組織４１隊（会）となる。 

応急手当指導員講習を実施し、１３人に認定書を交付する。 

     １０月 京都府防災訓練（会場：京田辺市）に参加する。（出動車両：指揮車、救急車、

救助工作車、梯子車） 
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年  次 沿      革 

平成２１年 ４月 消防職員６８人となる。（事務職員２人を含む。） 

岩崎トミ子女性防火推進隊隊長が就任される。 

自主防災組織４２隊（会）となる。 

自主防災組織に災害用トイレ、テントを配備する。 

      ８月 ひとり暮らし高齢者宅電気・ガス無料点検を実施する。（6日） 

     １０月 緊急消防援助隊近畿ブロック合同訓練（17日～18日：福井県）に参加する。 

     １２月 災害対応特殊化学消防ポンプ自動車を配置する。 

平成２２年 １月 消防職員６７人となる。（事務職員１人を含む。） 

      ４月 消防職員６８人となる。（事務職員１人を含む。） 

緊急消防援助隊に消火隊（災害対応特殊化学消防ポンプ自動車１台、隊員５人）

を登録（更新）する。 

緊急消防援助隊に後方支援部隊(消防資機材搬送車１台、隊員２人)を登録（更

新）する。 

８月 第３９回全国消防救助技術大会（ロープ応用登はんの部）に出場する。（京都市

開催） 

ひとり暮らし高齢者宅電気・ガス無料点検を実施する。（4日） 

平成２３年 １月 自主防災組織に資材保管庫２台を追加設置する。 

消防職員６７人となる。（事務職員１人を含む。） 

自主防災組織に防災資器材（スコップ、ハンマー、バール、ヘルメット、担架、

電子メガホン、標旗）を追加配備する。 

      ３月 東北地方太平洋沖地震（東日本大震災）震度７（ﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ９．０）が発生し、

大津波などによって約１万８千人以上の死者、行方不明者がでる未曾有の大災

害となる。（11日） 

同災害に対し、全国より緊急消防援助隊が出動する。当消防本部からも緊急消

防援助隊として計２１人、車両１台が出動する。 

      ４月       消防職員６９人となる。（事務職員１人を含む。） 

      ７月 消防職員６８人となる。（事務職員１人を含む。） 

自主防災組織４４隊（会）となる。 

      ８月 ひとり暮らし高齢者宅電気・ガス無料点検を実施する。（3日） 

     １１月 先端屈折水路付３０ｍ級梯子付消防自動車を更新配置する。 

高規格救急車１台を更新配置する。 

平成２４年 １月 広報車１台を更新配置する。 

      ３月 自主防災組織に災害対策用かまどセットを配備する。 

      ４月 消防職員６９人となる。 

      ６月 川口市民公園で水防訓練を実施する。（2日：京都市消防局航空隊が参加する。） 

救急救命士１４人となる。 

      ７月 旧消防車両（梯子付消防自動車、救急自動車）を官公庁ネットオークションに

出品する。 

      ８月 第４１回全国消防救助技術大会（はしご登はんの部）に出場する。(東京都開

催) 
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年  次 沿      革 

平成２４年 ８月 高齢者宅電気・ガス無料点検を実施する。（2日） 

９月 軽自動車（ライトバン）を更新配置する。 

ドクターヘリ（京都府南部）の運航（運用）がはじまる。 

１２月 指令車１台を更新配置する。 

平成２５年 １月 八幡警察署との合同防災訓練を実施する。 

      ３月 消防救急デジタル無線を導入する 

・基地局１局 移動局２０局（車載無線１４局、携帯無線６局） 

      ６月 川口市民公園で水防訓練を実施する。 

ＣＡＦＳ搭載型消防ポンプ自動車１台を更新配置する。 

      ８月 高齢者宅電気・ガス無料点検を実施する。（29日） 

１０月 緊急消防援助隊近畿ブロック合同訓練（26日～27日：滋賀県）に参加する。 

     １２月 災害対応特殊救急自動車１台を更新配置する。 

平成２６年 ４月 緊急消防援助隊に救急部隊（災害対応特殊救急自動車１台、隊員３人）を登録

（更新）する。 

      ５月 川口市民公園で水防訓練を実施する。 

６月 救急救命士１５人となる。 

      ８月 高齢者宅電気・ガス無料点検を実施する。（28日） 

１０月 緊急消防援助隊近畿ブロック合同訓練（18日～19日：和歌山県）に参加する。 

     １１月 救助工作車（Ⅱ型）を更新配置する。 

     １２月 クレーン付資機材搬送車１台を新規配置する。 

平成２７年 ４月 女性消防士を初めて採用する。（消防職員６９人） 

滝川睦恵女性防火推進隊隊長が就任される。 

京滋ドクターヘリ連携訓練を実施する。（24日：かわきた公園） 

５月 淀川・木津川水防事務組合水防訓練に参加する。（9日） 

澱川右岸水防事務組合水防訓練に参加する。（10日） 

水難救助訓練を実施する。（18日～21日：御幸橋附近） 

川口市民公園で水防訓練を実施する。（30 日：京都市消防局航空隊が参加す

る。） 

自主防災組織４２隊（会）となる。 

６月 自主防災組織に折りたたみ式リヤカー５３台を配備する。 

救急救命士１６人となる。 

８月 人員搬送車（三菱デリカ）１台を新規配置する。 

高齢者宅電気・ガス無料点検を実施する。（26日） 

トランシーバー１８台を新規配備する。 

１０月 緊急消防援助隊近畿ブロック合同訓練（17日～18日：京都府）に参加する。 

平成２８年 ４月 自主防災組織の所管を消防本部から市総務部へ移管する。 

熊本地方で４月１４日、前震：震度７（ﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ６．５）、４月１６日、本震：

震度７（ﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ７．３）という過去に類を見ない地震が発生し、死者５０

人を出す大災害となる。同災害に対し、全国より緊急消防援助隊が出動する。

当消防本部からも、緊急消防援助隊京都府隊後方支援小隊として、４月１６日 
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年  次 沿      革 

 から４月２２日まで３隊８人、車両１台が出動する。 

平成２８年 ５月 澱川右岸水防事務組合水防訓練に参加する。（8日） 

淀川・木津川水防事務組合水防訓練に参加する。（14日） 

水難救助ボート訓練を実施する。（16日～19日：御幸橋附近） 

川口市民公園で水防訓練を実施する。（28日） 

６月 救急救命士１７人となる。 

      ８月 高齢者宅電気・ガス無料点検を実施する。（25日） 

１０月 緊急消防援助隊近畿ブロック合同訓練（22日～23日：奈良県）に参加する。 

平成２９年 １月 消防職員６８人となる。 

八幡警察署大震災警備合同訓練に参加する。（20日：八幡警察署敷地内） 

      ２月 石清水八幡宮合同消防訓練を実施する。（13日：石清水八幡宮） 

高規格救急車１台を更新配置する。 

      ３月 緊急通信指令システムを全面的に更新し、運用を開始する。これにより情報処

理能力が向上し、１１９番通報から出動指令までの迅速化や災害及び活動支

援情報の共有が可能となる。また、新たに消防車両動態管理装置及び画像伝送

装置を導入する。 

      ４月 ３０日：新名神高速道路（城陽～八幡京田辺間）が開通する。（これに先だち

新名神高速道路関係機関合同訓練に参加する。25日） 

      ５月 澱川右岸水防事務組合の水防訓練に参加する。（7日） 

八幡市女性防火推進隊：教養講座を実施する。（12日） 

淀川・木津川水防事務組合の水防訓練に参加する。（13日：木津川大橋北詰運

動公園） 

水難救助訓練を実施する。（15日～18 日：淀川御幸橋附近 18 日は八幡警察

署との合同訓練となる。） 

八幡市防災パトロールに参加する。（29日） 

８月 高齢者宅電気・ガス無料点検を実施する。（24日） 

９月 淀川・木津川水防事務組合：河川パトロールに参加する。（1日） 

 京都府総合防災訓練が実施される。（3日：八幡市民スポーツ公園他） 

八幡市女性防火推進隊：研修会を実施する。（3日：京都市防災センター） 

１０月 八幡市防火推進連絡会創立４０周年記念式典を開催する。（28日:ホテルオー

クラ） 

１１月 緊急消防援助隊近畿ブロック合同訓練（4日～5日：大阪府）に参加する。 

移動タンク街頭検査を実施する。（17日） 

安全・安心のまちづくりパレードに参加する。（23日：市内） 

１２月 二階堂消防器具庫の新築移転が完了する。（13日） 

平成３０年 １月 平成３０年八幡市消防出初式を実施する。（7日：男山二中グラウンド） 

八幡警察署と合同訓練を実施する。（12日） 

消防職員交通安全研修会を実施する。（20日、21日） 

２月 第３０回京都府消防大会に参加する。（4日：京都コンサートホール） 

石清水八幡宮と合同訓練を実施する。（13日：石清水八幡宮） 
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年  次 沿      革 

平成３０年 ４月 消防職員７１人となる。 

      ５月 

       

淀川・木津川水防事務組合の水防訓練に参加する。（12日：城陽市） 

澱川右岸水防事務組合の水防訓練に参加する。（13日：淀大橋下流河川敷） 

水難救助訓練を実施する。（15日～17日：淀川御幸橋附近） 

 ６月 八幡市防災パトロールに参加する。（1日） 

川口市民公園で八幡市水防訓練を実施する。（2日） 

大阪北部地震（ﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ６．１） 

震度６弱 ［大阪市北区、高槻市、枚方市、茨木市、箕面市］ 

震度５強 ［大阪府：大阪市（都島区、東淀川区、旭区、淀川区）、豊中市、吹

田市、寝屋川市、摂津市、交野市、島本町］ 

［京都府：京都市（中京区、伏見区、西京区）、亀岡市、長岡京市、

八幡市、大山崎町、久御山町］ 

死者５人、全壊１２棟、半壊２７３棟、一部損壊：４１，４５９棟 

本市においても、震度5強を記録し、家屋の壁や屋根瓦の崩落など、住宅を中

心に被害が出た。（18日：午前 7時58分） 

      ７月 八幡市防火推進連絡会：管外視察研修が実施される。（１日～２日和歌山県、稲

むら火の館） 

７月豪雨（6日：西日本地域被害甚大） 

豪雨被災地に緊急消防援助隊の派遣が決定する。 

消防本部からも緊急消防援助隊京都府大隊後方支援隊として７月１１日から

７月３１日まで２０日間、７隊１４名車両１台が広島県に出動する。 

八幡市女性防火推進隊：視察研修が実施される。（13日：亀の瀬地すべり） 

８月 高齢者宅電気・ガス無料点検を実施する。（29日） 

９月 淀川・木津川水防事務組合：河川パトロールに参加する。（3日） 

台風２１号（4日）最大瞬間風速４９．２ｍ/ｓを記録する。台風接近時１１９

番通報が殺到する。消防事故１件・警戒出動２７件・救助出動１件・救急出動

４件 

台風２４号（30日） 

１０月 消防本部発足５０周年記念事業を実施する。（20日八幡市民スポーツ公園） 

１１月 緊急消防援助隊近畿ブロック合同訓練（9日～10日：福井県）に参加する。 

移動タンク街頭検査を実施する。（21日） 

安全・安心のまちづくりパレードに参加する。（消防本部、消防団、女性防火推

進隊２３日：市内） 

平成３１年 １月 平成３１年八幡市消防出初式を実施する。（男山中学校グラウンド：6日） 

２月 石清水八幡宮と合同訓練を実施する。（石清水八幡宮：12日） 

消防職員交通安全研修を実施する。（18日・19日） 

４月 消防職員７７人となる。 
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年  次 沿      革 

      ４月 緊急消防援助隊に消火隊（災害対応特殊消防ポンプ自動車 1台：隊員4名）1

隊を増隊登録する。 

令和元年  ５月 水難救助訓練を実施する。（14日～17日：淀川御幸橋付近 16日は八幡警察署と

の合同訓練となる。） 

      ６月 川口市民公園で八幡市水防訓練を実施する。（1日） 

八幡市防火推進連絡会：管外視察研修が実施される。（7日～８日：名古屋防

災センター） 

八幡市女性防火推進隊：視察研修が実施される。（17日：舞鶴海上保安部） 

      ８月  高齢者宅電気・ガス無料点検を実施する。（28日） 

       ９月   淀川・木津川水防事務組合河川パトロール（2日） 

     １０月 緊急消防援助隊近畿ブロック合同訓練（26日～27日：三重県）に参加する。 

     １１月 救急救命士1９名になる。 

安全・安心のまちづくりパレードに参加する。（消防本部、消防団、女性防火

推進隊：23日：市内） 

第３１回京都府消防大会に参加する。（24日：国際会館） 

令和２年  １月 令和２年八幡市消防出初式を実施する。（男山中学校グラウンド：12日） 

      2月 石清水八幡宮と合同訓練を実施する。（石清水八幡宮：12日） 

消防職員交通安全研修を実施する。（20日・21日） 

      ４月   消防職員８１人となる。 

        

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

職員数 ８１人（令和２年４月１日） 

救急救命士数 １９人（令和２年８月１日） 
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５．歴代消防長 

年代 氏 名 在職期間 在職年数 備考 

初代 大 石 由 治 昭和 43年 4月～昭和 49年 12月 ６年 ９ヵ月  

２ 中 辻 久 次 昭和 50年 1月～昭和 50年 2月    ２ヵ月 職務代理 

３ 市 川 喜一 郎 昭和 50年 3月～昭和 53年 1月 ２年１１ヵ月  

４ 松 井  実 昭和 53年 2月～昭和 53年 2月    １ヵ月 職務代理 

５ 横 田 利 隆 昭和 53年 3月～昭和 55年 2月 ２年  

６ 田 中 富 雄 昭和 55年 3月～昭和 57年 3月 ２年 １ヵ月  

７ 藤 山 幸 郎 昭和 57年 4 月～平成 2 年 3月 ８年  

８ 田 中 貞 雄 平成 2 年 4 月～平成 5 年 3 月 ３年  

９ 川 嶋  弘 平成 5 年 4 月～平成 7 年 7 月 ２年 ４ヵ月  

１０ 小 堀 重 男 平成 7 年 8 月～平成 9 年 3 月 １年 ８ヵ月  

１１ 藤 田 義 次 平成 9 年 4月～平成 14 年 3月 ５年  

１２ 田 中 英 夫 平成 14年 4月～平成 18年 3月 ４年  

１３ 前 川  博 平成 18年 4月～平成 20年 3月 ２年  

１４ 脇 田 和 喜 平成 20年 4月～平成 22年 3月 ２年  

１５ 内 田 提 一 平成 22年 4月～平成 24年 3月 ２年  

１６ 長 村 敏 弘 平成 24年 4月～平成 27年 3月 ３年  

１７ 西 田 良 彦 平成 27年 4月～平成 29年 3月 ２年  

１８ 大 東 康 之 平成 29年 4月～平成 30年 3月 １年  

１９ 祝 井 秀 和 平成 30年 4 月～令和 2 年 3月 ２年  

２０ 岡 本 浩 史 令和 2 年 4 月～令和 2 年 3 月   
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６．歴代消防署長 

年代 氏 名 在 職 期 間 在職年数 備考 

初代 大 石 由 治 昭和 47年 4月～昭和 49年 12月 ２年 ９ヵ月 消防長兼務 

２ 中 辻 久 次 昭和 50年 1月～昭和 50年 2月  ２ヵ月 職務代理 

３ 市川喜一郎 昭和 50年 3月～昭和 53年 1月 ２年１１ヵ月 消防長兼務 

４ 松 井 実 昭和 53年 2月～昭和 53年 2月  １ヵ月 職務代理 

５ 横 田 利 隆 昭和 53年 3月～昭和 55年 2月 ２年 消防長兼務 

６ 田 中 富 雄 昭和 55年 3月～昭和 57年 3月 ２年 １ヵ月 消防長兼務 

７ 藤 山 幸 郎 昭和 57 年 4 月～平成 元年 3 月 ７年 消防長兼務 

８ 川 嶋 弘 平成 元年 4 月～平成 5 年 3 月 ４年 

９ 藤 分 俊 明 平成 5 年 4 月～平成 13 年 9 月 ８年 ６ヵ月 

１０ 藤 田 義 次 平成 13年 10月～平成 14年 3月  ６ヵ月 事務取扱 

１１ 脇 田 和 喜 平成 14年 4月～平成 20年 3月 ６年 次長兼務 

１２ 小 林 高 富 平成 20年 4月～平成 21年 3月 １年 

１３ 内 田 提 一 平成 21年 4月～平成 22年 3月 １年 

１４ 上 村 正 文 平成 22年 4月～平成 23年 3月 １年 

１５ 西 田 良 彦 平成 23年 4月～平成 27年 3月 ４年 

１６ 越 本 豊 彦 平成 27年 4月～平成 28年 3月 １年 

１７ 高 井 寛 平成 28 年 4 月～令和 2 年 3 月 ４年 

1 8 吉 岡 一 幸 令和 2 年 4 月～令和 2 年 3 月 
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     １６．消防職員等の公務災害発生状況（過去５年間）・・・・・・・・ ３９ 

     １７．緊急消防援助隊登録状況・・・・・・・・・・・・・・・・・・３９ 

     １８．消防相互応援協定の締結状況・・・・・・・・・・・・・・・・４０ 
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１．消防本部（署）組織 

令和2年4月1日現在 
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２．消防本部所轄施設分布図 

 

八幡市 
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大山崎町 

至京都 

桂川 

宇治川 

木津川 

京都市 

久御山町 長町地区 

樋ノ口地区 

高原地区 

第二京阪道路 

国道１号 
至京都 

至京都 

Ⓐ 

⑥ 
京阪電鉄 

⑤ Ⓑ 

Ⓒ 

川口地区 ⑦ 
橋本地区 

至大阪 
◎八幡市役所 

② 
八
幡
地
区 
① 

西山地区 

③ 

男
山
地
区 

④ 〇八幡市消防本部（署） 
至大阪 

枚方市 

下奈良地区 
⑪ 

⑩ 

上奈良地区 

Ⓓ 

戸津地区 ⑬ 

上津屋地区 

⑨ 

Ⓔ 

野尻地区 

内里地区 
⑫ 

京田辺市 

Ⓕ 

岩田地区 

⑧ 

美濃山地区 
⑭ 

欽明台地区 

大谷地区 

至大阪 

至大阪 

至大阪 

〇内英文字は、水防倉庫を示す。 

 木津川沿いに、全６ヵ所。 

〇内数字は、消防器具庫を示す。 

 八幡市内に、全１４ヵ所。 



３．消防本部所轄施設一覧 

令和2年4月1日現在 

施 設 名 所 在 地 建築面積 構    造 記号 

消   防   庁   舎 

消防本部(署) 八幡植松 19-1 1119.77㎡ 鉄筋コンクリート４階建（訓練棟含む） 〇 

水   防   倉   庫 

橋 本 橋本焼野（地先）  50㎡ 木造真壁板張鋼板立平葺平屋建 Ⓐ 

森 八幡吉野垣内（地先）  23.9㎡ 鉄筋コンクリート建 Ⓑ 

川 口 川口北浦（地先）  33.1㎡ 木造真壁板張カラー折板葺平屋建 Ⓒ 

上奈良 上奈良外島（地先）  22.4㎡ 木造真壁板張鋼板立平葺平屋建 Ⓓ 

上津屋 上津屋上川原（地先）  57.4㎡ 木造真壁板張鋼板立平葺平屋建 Ⓔ 

岩 田 岩田六ノ坪（地先）  22㎡ 木造真壁板張カラー折板葺平屋建 Ⓕ 

消  防  器  具  庫 

第
一
分
団 

第１部 八幡市清水井 68-1  23㎡ 軽量鉄骨スレート葺２階建 ① 

第２部 八幡三本橋 1-1  23㎡ 軽量鉄骨軽量ボード２階建 ② 

第３部 八幡軸 8  21㎡ 軽量鉄骨スレート葺２階建 ③ 

第４部 男山吉井 2-17  23㎡ 軽量鉄骨スレート葺２階建 ④ 

第
二
分
団 

第１部 八幡高坊 25  22㎡ 軽量鉄骨軽量ボード２階建 ⑤ 

第２部 橋本北ノ町 10-5  18㎡ 軽量鉄骨スレート葺２階建 ⑥ 

第３部 川口堀ノ内 147  21㎡ 軽量鉄骨スレート葺２階建 ⑦ 

第
三
分
団 

第１部 岩田岩ノ前 38  21㎡ 軽量鉄骨スレート葺２階建 ⑧ 

第２部 上津屋里垣内 77  40㎡ 軽量鉄骨瓦葺平屋建 ⑨ 

第３部 
上奈良奈良里 12-1  25㎡ 軽量鉄骨瓦葺平屋建 ⑩ 

下奈良中ノ坪 14-6  37.2㎡ 鉄骨造鋼板折版葺サイディング張平屋建 ⑪ 

第
四
分
団 

第１部 内里東ノ口 33  25㎡ 鉄筋コンクリート建 ⑫ 

第２部 戸津北小路 122･123合地  23㎡ 軽量鉄骨スレート葺２階建 ⑬ 

第３部 美濃山宮道 55-1  18㎡ 軽量鉄骨平屋建（ガレージのみ） ⑭ 

※ 記号＝消防本部所轄施設分布図の図内表示記号 
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４．事務分掌 

 

消 防 本 部 

 

 消 防 総 務 課  

庶  務  係 

(１) 組織及び企画に関すること。 

(２) 人事に関すること。 

(３) 職員研修に関すること。 

(４) 職員の資格取得に関すること。 

(５) 職員の福利厚生に関すること。 

(６) 職員の安全衛生管理及び健康管理に関すること。 

(７) 公印の管理に関すること。 

(８) 職員の公務災害に関すること。 

(９) 職員の表彰に関すること。 

(10) 賞慰金等審議会に関すること。 

(11) 消防職員委員会に関すること。 

(12) 補助事業の申請に関すること。 

(13) 消防庁舎の維持管理に関すること。 

(14) 消防長会に関すること。 

(15) 消防年報作成に関すること。 

(16) コミュニティ消防・防災センターの維持管理に関すること。 

(17) 市民防災広場の維持管理に関すること。 

(18) 消防本部内の庶務に関すること。 

(19) その他消防本部内において他の課に属さないこと。 

 

消 防 係 

(１) 消防団に関すること。 

(２) 消防団員の研修に関すること。 

(３) 消防団員等の公務災害に関すること。 

(４) 消防団員等の表彰に関すること。 

(５) 消防器具庫の維持管理に関すること。 
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(６) 水防事務組合に関すること。 

(７) 水防訓練の企画立案に関すること。 

(８) 水防資器材の維持管理に関すること。 

 

 予 防 課  

予 防 係 

(１) 火災予防の企画立案に関すること。 

(２) 予防査察に関すること。 

(３) 広報及び報道機関等との情報伝達及び調整に関すること。 

(４) 予防統計に関すること。 

(５) 防火管理者資格取得講習会に関すること。 

(６) 消防本部（署）等の見学に関すること。 

(７) 八幡市女性防火推進隊に関すること。 

(８) 八幡市防火推進連絡会に関すること。 

(９) 八幡市危険物安全協会に関すること。 

(10) 事業所及び学校等の消防訓練に関すること。 

(11) その他課内において他の係に属さないこと。 

 

指 導 係 

(１) 防火管理者の届出及び指導に関すること。 

(２) 建築物の同意事務に関すること。 

(３) 消防設備に関すること。 

(４) 危険物等の規制に関すること。 

(５) 高圧ガス等に関すること。 

(６) 違反処理に関すること。 

(７) 警備に関することを除く火災予防条例の施行に関すること。 

(８) 開発指導に関すること。 
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消 防 署 

 

 通 信 指 令 室  

指 令 一 係 ・ 指 令 二 係 

(１) 指令業務に関すること。 

(２) 災害の警戒及び防御に関すること。 

(３) 気象観測業務に関すること。 

(４) 非常召集に関すること。 

(５) 災害情報の収集連絡に関すること。 

(６) 通信施設等の維持管理に関すること。 

(７) その他通信指令室の事務に関すること。 

(８) 消防相互応援協定の応援要請に関すること。 

(９) 本庁及び報道機関等への情報伝達と調整に関すること。 

(10) その他、警備一課、警備二課及び通信指令室勤務に関すること。 

 

 警 備 一 課 ・ 警 備 二 課  

警 備 一 係 ・ 警 備 二 係 

(１) 災害の警戒及び防御に関すること。 

(２) 警備業務に関すること。 

(３) 地水利に関すること。 

(４) 消防訓練及び水防訓練に関すること。 

(５) 消防団員の訓練指導に関すること。 

(６) 自主防災組織の訓練等に関すること。 

(７) 警備計画に関すること。 

(８) 署外勤務の実施計画に関すること。 

(９) 警備上関係のある場所の査察計画及び査察に関すること。 

(10) 火災予防条例中警備に関すること。 

(11) 消防相互応援協定等に関すること。 

(12) 指令及び救急・救助勤務に関すること。 

(13) その他、警備一課及び警備二課の事務に関すること。 
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救 助 一 係 ・ 救 助 二 係 

(１) 災害の警戒及び防御に関すること。 

(２) 救助業務に関すること。 

(３) 救助訓練に関すること。 

(４) 消防機械器具の維持管理に関すること。 

(５) 火災の調査及び損害の調査に関すること。 

(６) り災証明に関すること。 

(７) 救助資器材の維持管理に関すること。 

(８) 消防団車両等のポンプ点検に関すること。 

(９) 署外勤務の実施計画に関すること。 

(10) 火災予防条例中警備に関すること。 

(11) 火災・救助統計に関すること。 

(12) 緊急消防援助隊に関すること。 

(13) 指令及び警備・救急勤務に関すること。 

(14) その他、警備一課及び警備二課の事務に関すること。 

 

救 急 一 係 ・ 救 急 二 係 

(１) 救急業務に関すること。 

(２) 救急統計に関すること。 

(３) 救急搬送証明に関すること。 

(４) 救急救命講習会に関すること。 

(５) 救急資器材の維持管理に関すること。 

(６) 指令及び警備・救助勤務に関すること。 

(７) その他、警備一課及び警備二課の事務に関すること。 
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５．職員配置表 
令和２年4月1日現在 

       階級別 

 

 

所属別 

消
防
司
令
長 

消
防
司
令 

消
防
司
令
補 

消
防
士
長 

消
防
副
士
長 

消

防

士 

嘱

託

員 

小 
 
 

計 

合 
 
 

計 

消  防  長 １       １ 

３ 次     長  １      １ 

署     長  １      １ 

消防総務課 

課  長  １      1 

１３ 

(2) 

主  幹  １      １ 

課長補佐         

庶 務 係   (1)  １ １  ２(1) 

消 防 係   (1) １    １(1) 

消防学校      ８  ８ 

予 防 課 

課  長  (1)      (1) 

６ 

(1) 

主  幹  １      １ 

課長補佐         

指 導 係   １ １    ２ 

予 防 係   1  ２   ３ 

通信指令室 

室  長  １      １ 

７ 

(1) 

室長補佐   ２     ２ 

指令一係   (1) １  1  ２(1) 

指令二係   １  1   ２ 

警備一課 

課  長  １      １ 

２４ 

主  幹  １      １ 

課長補佐   ３     ３ 

警備一係   １ ２ １ ２  ６ 

救助一係   １ ２ １ ３  ７ 

救急一係   ２ ３  １  ６ 

警備一課 

警備二課 

副 署 長  １      １ 
２ 

救急主幹  １      １ 

警備二課 

課  長  １      １ 

２５ 

主  幹  １      １ 

課長補佐   ３     ３ 

警備二係   １ ２ １ ２  ６ 

救助二係   １ ２ １ ３  ７ 

救急二係   ２ ４  １  ７ 

小    計 １ 
１２ 

(１) 

１９ 

(３) 
１８ ８ ２２  

８０ 

(４) 

８０ 

(４) 

再任用   1  １    ２ ２ 

時間額会計年度任用職員       ２ ２ ２ 

消防学校教官派遣   １     １ １ 

小    計   1 1  1   ２ ５ ５ 

総  合  計 １ 
１３ 

(１) 

２０ 

(３) 
１９ ８ ２２ ２ 

８５ 

(４) 

８５ 

(４) 

※（ ）は兼務 
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６．消防費の一般会計に占める割合（決算額） 

（単位：千円） 

項目 

年度 

決 算 額 

構成比 備  考 

一般会計額 消 防 費 

２６ ２８，２２２，４７４ ７９０，４３１ 2.80  

２７ ２７，８６５，２１４ ７０２，９１２ 2.52  

２８ ２８，３０６，８７０ １，００８，２３９ 3.56  

２９ ２６，３４８，３２３ ７０６，０５４ 2.68  

３０ ２５，９２０，５９９ ７１９，３５３ 2.77  

元 ２６，２４４，７５５ ８０９，２３３ 3.08  

※上表中の構成比は、小数点以下第３位を四捨五入。 

※平成27年度以前の消防費には、災害対策費（一般分、災害時要援護者支援対策費）及び災害対策活動費は含

みません。 

※平成 28年度以降の消防費のうち災害対策費には、消防本部が所管する災害対策啓発費のみを掲載しています。 

 

７．消防費及び一般会計の一人及び一世帯当たりの額 

年 度 

項 目 
２７ ２８ ２９ ３０ 元年 

決算額 

（単位：千円） 

一般会計 27,865,214 28,306,870 26,348,323 25,920,599 26,244,755 

消 防 費 702,912 1,008,239 706,054 719,353 809,233 

人 口  （単位：人） 72,448 71,958 71,611 71,183 70,789 

一人当た
りの額 

（単位：円） 

一般会計 384,624 393,380 367,937 364,140 370,746 

消 防 費 9,702 14,011 9,860 10,106 11,432 

世帯数  （単位：世帯） 32,295 32,508 32,710 32,914 33,219 

一世帯当
たりの額 
（単位：円） 

一般会計 862,834 870,766 805,513 787,525 790,053 

消 防 費 21,765 31,015 21,585 21,856 24,361 

※ 人口、世帯数は、各年度いずれも3月31日現在です。 
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８．消防費決算額の内訳（推移） 

（単位：金額千円、構成比％） 

項目 

年度 

常備消防費 

（構成比） 

非常備消防費 

（構成比） 

消防施設費 

（構成比） 

水防費 

（構成比） 

災害対策費 

（構成比） 
合 計 

２７ 
615,950 

（87.6） 

36,150 

（5.2） 

45,727 

（6.5） 

2,062 

（0.3） 

3,023 

（0.4） 

702,912 

（100.0） 

２８ 
622,304 

（61.7） 

41,469 

（4.1） 

341,979 

（33.9） 

2,012 

（0.2） 

475 

（0.1） 

1,008,239 

（100.0） 

２９ 
625,597 

（88.6） 

37,603 

（5.3） 

40,341 

（5.7） 

1,475 

（0.2） 

1,038 

（0.2） 

706,054 

（100.0） 

３０ 
641,275 

（89.1） 

36,255 

（5.0） 

39,404 

（5.5） 

1,911 

（0.3） 

508 

（0.1） 

719,353 

（100.0） 

元年 
657,806 

（81.3） 

31,931 

（3.9） 

117,715 

（14.5） 

1,472 

（0.2） 

309 

（0.1） 

809,233 

（100.0） 

※ 平成27年度以前の消防費には、災害対策費（一般分、災害時要援護者支援対策費）及び災害対策活動費は含
みません。 

※ 平成 28 年度以降の消防費のうち災害対策費には、消防本部が所管する災害対策啓発費のみを掲載していま
す。 

 

消防費決算額（予算項目別比率）の推移 
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９．消防力（消防本部）の推移 

・消防職員一人当たりの人口、世帯数 
・消防自動車一台当たりの人口、世帯数 

消防職員数及び消防自動車台数は4月1日現在、人口及び世帯数は3月31日現在です。 

年 
項目 

２７ ２８ ２９ ３０ 令１ ２ 

消 防 職 員 数 （人） 69 69 68 71 77 81 

消防自動車台数 （台） 6 6 6 6 6 6 

人 口（人） 72,992 72,448 71,958 71,611 71,183 70,789 

世 帯 数（世帯） 32,058 32,295 32,508 32,710 32,914 33,219 

総 面 積（㎢） 24.35 24.35 24.35 24.35 24.35 24.35 

一人当たりの人口（人） 1,058 1,050 1,058 1,009 924 873 

一台当たりの人口 （人） 12,165 12,075 11,993 11,935 11,864 11,798 

一人当たりの世帯数（世帯） 465 468 478 461 427 410 

一台当たりの世帯数（世帯） 5,343 5,383 5,418 5,452 5,486 5,536 

※消防自動車６台の内訳 梯子付消防自動車１台、化学消防ポンプ自動車１台、水槽付消防ポンプ自動車３台、

救助工作車１台（救急自動車は含まない。） 

・消防職員一人当たりの人口（人） 

・消防職員一人当たりの世帯数（世帯） 

・消防自動車一台当たりの人口（人） 

・消防自動車一台当たりの世帯数（世帯） 
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１０．消防職員の年齢構成 

令和２年4月1日現在 

階級別 

 

 

年齢別 

消
防
司
令
長 

消

防

司

令 

消
防
司
令
補 

消

防

士

長 

消
防
副
士
長 

消

防

士 

計 

構

成

比 

25才未満     １ １６ １７ 21.0 

25才～29才    ２ ４ ６ １２ 15.0 

30才～34才    １３ ３  １６ 19.8 

35才～39才   ７ ３   １０ 12.3 

40才～44才   ５    ５ 6.1 

45才～49才  １ ７    ８ 9.8 

50才～54才  ５     ５ 6.1 

55才以上 １ ６ １    ８ 9.9 

計 １ １２ ２０ １８ ８ ２２ ８１ 100.0 

平均年齢（才） 58.0 54.0 43.2 32.3 28.5 22.5 35.5  

（単位：人） 

 

１１．消防職員の勤続年数 

令和２年4月1日現在 

階級別 

 

 

勤続年数別 

消
防
司
令
長 

消

防

司

令 

消
防
司
令
補 

消

防

士

長 

消
防
副
士
長 

消

防

士 

計 

構

成

比 

5年未満     ３ ２２ ２５ 30.9 

5年以上 10年未満    １１ ４  １５ 18.5 

10年以上 15年未満   ３ ７   １０ 12.3 

15年以上 20年未満   ７ １   ８ 9.9 

20年以上 25年未満   ３    ３ 3.7 

25年以上 30年未満  ２ ３    ５ 6.2 

30年以上 35年未満  ３ ３    ６ 7.4 

35年以上 １ ７ １    ９ 11.1 

計 １ １２ ２０ １９ ７ ２２ ８１ 100.0 

平均勤続年数（年） 40.0 34.4 21.6 9.1 6.4 0.9 13.9  

（単位：人） 
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１２．消防職員の平均年齢及び平均勤続年数の推移 

各年度いずれも4月１日現在 

年度 

項目 
２５ ２６ ２７ ２８ ２９ ３０ 元 ２ 

平 均 年 齢（才） 38.7 39.7 39.6 39.5 39.4 38.5 37.1  35.7 

平均勤続年数（年） 18.3 17.9 18.3 18.1 17.4 17.1 15.8 14.1 

上段：平均年齢（才） 下段：平均勤続年齢（年） 

 
１３．教育訓練 
 

 消防職員の教育訓練は、単に公務員としての資質の向上だけでなく、専門的知識の習得

を行うとともに、消防吏員として十分な行政能力を養うと同時に、地域住民の全体の奉仕

者、指導者としての自覚を深めるために、次の教育訓練を行う。 

 

○ 初任教育 

 消防職員として、新規採用後、京都府立消防学校へ入校し、消防吏員に必要な知識、技

能を習得する。 

○ 現任教育 

 初任科教育終了後、一定期間実務経験を経た職員に対して、さらに資質の向上を図る目

的で 1ヵ月程度の教育を実施する。 

○ 専科教育 

 予防、警防、救急、救助等の各分野における専門的な教育を実施する。 

○ 幹部教育 

 幹部としての、指揮者能力、統率力等、消防幹部として必要な教育を実施する。 

○ 職場教育 

 職場において、年間計画に基づき消防職員として一般教養を実施する。 

○ 職場外教育 

 近隣の先進都市消防本部の実態等を把握し、予防、警防、救急、救助活動における業務

の充実を図るとともに、相互間の交流を深めるため、管外教育を実施する。 

○ 人権教育 

 人権問題について、正しい理解と認識を深めることにより、人権意識の高揚と差別の解

消に向けて積極的に取り組む姿勢を養成する。 

○交通安全教育 

  消防職員として交通関係法令を遵守し、仕事時だけでなく日常生活においても、交通安

全に取り組む教育を実施する。 
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１４．消防職員の研修派遣状況（過去５年間） 

（単位：人） 

研
修
先

年度 

教育科等 
２７ ２８ ２９ ３０ 令１ 

消

防

大

学

総合教育 
幹 部 科 

新任消防長科 １ 

専科教育 

警 防 科 １ 

救 助 科 １ 

火 災 調 査 科 

新 任 教 官 科 １ 

京

都

府

立

消

防

学

校

初 任 教 育 ２ ２ ２ ５ ８ 

専
科
教
育

警 防 科 ２ １ １ １ 

特 殊 災 害 科 ２ １ ２ １ 

予 防 査 察 科 １ １ １ ２ １ 

火 災 調 査 科 １ ２ １ １ １ 

救 助 科 ２ ２ ２ １   ２ 

救 急 科 ２ ２ ２ ３ ８ 

危 険 物 科 １ ２ ２ １ 

幹
部
課
程

初 級 幹 部 科 ２ 

中 級 幹 部 科 ２ １ ２ 

上 級 幹 部 科 

特
別
教
育

消 防 団 指 導 科 

特 別 講 座 １ 

救急救命士集合教育 ３ ３ ３ 

京

都

市

教
育
訓
練

セ
ン
タ
ー

救 急 救 命 士 養 成 課 程 １ １ １ １ 1 

追加講習輸液・ブドウ糖 ６ １  1 

京都市消防局火災調査実務研修 １ １ 

気管挿管病院実習（美杉会男山病院） １ １ １ １ 1 

薬 剤 投 与 講 習 １ 

安 全 運 転 管 理 者 講 習 １ ２ ２ ２ ２ 

テクニカルロープレスキューテクニシャン ２ ２ ２ 

アリゾナボーテックスフレーム ２ ２ 

合   計 ３１ ２２ ２０ ３２ ２９ 

※ 平成 22年度以降、薬剤投与講習は救急救命士養成課程時に受講
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１５．消防職員の免許等取得状況 

令和２年4月1日現在 

免  許  等  種  別 人 数（人） 備考 

中型自動車第１種運転免許 
合計 

４９ 
８１ 

中型8ｔ限定含む（最大積載両4.5ｔ） 

準中型含む（最大積載量3ｔ） 

普通自動車第１種運転免許 ３２ 準中型5ｔ限定含む（最大積載量2ｔ） 

大型自動車第１種運転免許 ３９  

小型船舶・湖川ボート操縦免許 ２８  

救急救命士 １８  

気管挿管認定救急救命士 １３  

薬剤投与認定救急救命士 １７  

ブトウ糖投与認定救急救命士 １６  

特殊無線技士（乙） ４１  

酸素欠乏・硫化水素危険作業主任者 ３７  

小型移動式クレーン運転技能者 ３９  

玉掛技能者 ３９  

アーク溶接技能者 ３２  

ガス溶接技能者 ３３  

有機溶剤作業主任者 ３１  

第３種放射線取扱主任者 ６  

危険物取扱者（乙種第４類） ２１  

消防設備士（乙種） １１  

潜水士 ３  

特定化学物質作業主任者 ０  

第１種衛生管理者 ２  
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１６．消防職員等の公務災害発生状況（過去５年間） 

（各年いずれも1月1日～12月31日） 

年 

項 目 
２７ ２８ ２９ ３０ 令和元 

５年間 

の合計 

消 火 活 動 ０ 

救 急 救 助 活 動 ４ ４ 

訓 練 ０ 

作 業 ２ ２ 

通 勤 災 害 １ １ １ ３ 

消防団員等公務災害 ０ 

合   計 ２ ５ ０ １ １  ９ 

１７．緊急消防援助隊登録状況 

令和２年4月1日現在 

部隊数 登録年月 車種 車両数 隊員数 

消 火 部 隊 

平成 16年 4月 初期 消防ポンプ車 １台 ５人 

平成 22年 4月 更新 
災害対応特殊 
化学消防ポンプ自動車 １台 ５人 

平成31年4月 新規 
災害対応特殊  
消防ポンプ自動車 １台 ４人 

救 急 部 隊 
平成 18年 4月 初期 高規格救急自動車 １台 ３人 

平成 26年 4月 更新 
災害対応特殊 
救急自動車 １台 ３人 

後方支援部隊 
平成 19年 4月 初期 消防資機材搬送車 １台 ２人 

平成 22年 4月 更新 消防資機材搬送車 １台 ２人 
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１８．消防相互応援協定の締結状況 

令和2年4月1日現在 

協 定 名 締 結 日 協定締結消防機関名 

協 定 内 容 

全
災
害 

火 

災 
救 

急 

救 

助 

京都府広域消防相互応援協定
（※１） 

H 1.12. 1締結 

H13. 4. 1全部改正 

H16. 4. 1全部改正 

H17.10.11全部改正 

H18. 1. 1全部改正 

H18. 3. 1全部改正 

H19. 3.12全部改正 

府内市町村（２６） 
府内消防組合消防本
部（４） 
（※５） 

○    

京都市､八幡市消防相互応援
協定（※２） 

S50.11.20締結 

S52.12. 1一部改定 

S62. 9.24全面改定 

H18. 7. 1一部改定 

八幡市 
京都市 

 ○ ○ ○ 

枚方市、八幡市、枚方寝屋川
消防組合消防相互応援協定
（※３） 

S50.11.19締結 

S52.11. 1改正 

八幡市、枚方市 
枚方寝屋川消防組合 

 ○   

八幡、綴喜地区消防相互応援
協定（※４） 

S58. 4. 1改定 
八幡市、京田辺市 
井手町、宇治田原町 

○    

八幡市、久御山町消防相互応
援協定 

S50. 7. 1締結 

S52.11. 1改定 

S63.10. 1改定 

八幡市 
久御山町 

 ○ ○ ○ 

京滋バイパス（巨椋ＩＣから
大山崎ＩＣまで）消防相互応
援協定 

H15. 3.28締結 

H18. 7. 1改正 

八幡市、宇治市 
久御山町、京都市 
乙訓消防組合 

 ○ ○ ○ 

第二京阪道路（巨椋池ＩＣか
ら枚方東ＩＣまで）消防相互
応援協定 

H15. 3.28締結 

H18. 7. 1改定 

京都市、宇治市 
久御山町、八幡市 
京田辺市 
枚方寝屋川消防組合 

 ○ ○ ○ 

八幡市・乙訓消防組合消防相
互応援協定 

H17. 5. 1締結 

H18. 8. 1改定 

八幡市 
乙訓消防組合 

 ○ ○ ○ 

新名神高速道路（城陽ＩＣか
ら八幡京田辺ＩＣ）消防相互
応援協定 

H29. 4.30締結 

八幡市 
京田辺市 
城陽市 

 ○ ○ ○ 

※１ 前身は、昭和 45年 9月 1日に締結された「京都府南部地域広域消防相互応援協定」及
び「京都府北部地域広域消防相互応援協定」である。 

※２ 前身は、昭和 33年 1月 25日に締結された「京都市、八幡町間消防応援協約」である。 
※３ 本協定に関して、昭和54年5月31日に「市域境界線上に位置する消防対象物の取扱い

に関する協定」を締結する。 
※４ 前身は、昭和 45年 9月 1日に締結された「京都府綴喜郡地域消防相互応援協定」であ

る。 
※５ 京都市、福知山市、舞鶴市、綾部市、宇治市、宮津市、亀岡市、城陽市、向日市、長

岡京市、八幡市、京田辺市、京丹後市、南丹市、木津川市、大山崎町、久御山町、井
手町、宇治田原町、笠置町、和束町、精華町、南山城村、京丹波町、伊根町、与謝野
町、相楽中部消防組合消防本部、宮津与謝消防組合消防本部、京都中部消防組合消防
本部、乙訓消防組合消防本部（以上、２６市町村・４消防組合消防本部） 
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１．消防広報 

 

 市民に密着した消防行政を推し進め、市民の防災思想の普及や防災意識の高揚を図ってい

くために、市民の要望や意見を広く聞きながら積極的な広報活動を展開しています。 

 

主な各種行事（令和元年度中） 

行   事   名 期    間 (月日) 

高齢者宅防火訪問（女性防火推進隊）  年間２４回実施 

訪 問 講 座 （ 小 学 ４ 年 生 対 象 ）  随 時 

危 険 物 安 全 週 間 ６月２日から８日まで 

花 火 に よ る 火 災 防 止 啓 発 活 動  ６月下旬から８月下旬まで 

高 齢 者 宅 電 気 ガ ス 無 料 点 検  ８月２８日 

防 災 の 日  ９月１日 

秋 季 全 国 火 災 予 防 運 動  １１月９日から１５日まで 

危険物移動タンク貯蔵所等特別立入検査 雷注意報発令のため中止 

甲 種 防 火 管 理 者 資 格 取 得 講 習 会 

（会場：八幡市消防本部） 

 １１月２０日、２１日 

（京田辺市消防本部と合同開催） 

消 防 出 初 式  １月１２日（男山中学校） 

文 化 財 防 火 デ ー （ 立 入 検 査 ）  １月１６日、１７日 

春 季 全 国 火 災 予 防 運 動  ３月１日から７日まで 
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２．火災予防活動 

 

 火災予防については、市内消防防災関係の各種団体との連携を密にして、市内から火事を

“出さない”“出させない”“火災ゼロ”を合言葉に日頃から次の項目に重点を置き、火災

予防啓発を推進しています。 

 

(1) 防火啓発指導 

  市内全世帯及び小・中学生を対象に火事を「出さない、出させない、火災ゼロ」のため出前講座

による防火教室、防火座談会を実施しています。 

(2)高齢者宅等の防火訪問指導 

  高齢者等を火事から守るため、八幡市防火推進連絡会、八幡市女性防火推進隊と共に年間を通じ

計画的に家庭を訪問し、火気の取り扱いや器具等の正しい使用方法を指導しています。 

(3) 各事業所の防火対策 

  事業所自らが火災予防に対して、関心を高めるため、八幡市防火推進連絡会、八幡市危険物安全

協会を通じて、積極的な火災予防対策の推進を図っています。 

(4) 危険物の取り扱いの指導 

  危険物の許認可に対しては、法令に規定する技術上の基準の適否について、安全性の審査を行う

と共に、既存の危険物施設についても定期的に立入検査を実施し、指導を行っています。 

(5) 防火対象物に対する指導 

  新規防火対象物の届出及び消防設備等の設置に関し、技術上の基準に適合するように指導を行い、

又既存建物に対しては随時立入検査を行い、指導の強化を図っています。 

(6) 特定施設の立入検査 

  全国各地の多数の死傷者が発生した特定施設の災害を受けて、管内の類似施設を立入検査し、災

害防止及び防火管理について指導を行っています。 

(7) 文化財建物等の防火対策指導 

  管内の文化財建物構造物等の防火対策については、毎年１月２６日の文化財防火デーに合わせて

立入検査を実施するとともに定期的に立入調査を実施し、防火管理体制、消防用設備等の設置及び

維持管理など消防法上の防火対策を確実に実施するよう関係者に指導しております。 
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３．防火啓発活動状況 

年度 

種別 

２８ ２９ ３０ 元年（３１） 

回数 参加数 回数 参加数 回数 参加数 回数 参加数 

事業所訓練 206 9,374 209 8,566 206 9,522 148 5,375 

防 災 訓 練 1 150 1 172 1 208 1 209 

自治会訓練等 25 2,807 24 2,706 18 1,550 21 1,481 

合  計 232 12,331 234 11,444 225 11,280 170 7,065 

※ 防災訓練には水防訓練を含む。平成29年度の防災訓練は、京都府総合防災訓練と合同で実施する。

４．建築同意処理状況 
平成31年4月1日～令和2年3月31日 

月 

区分 

H31 

４ 

元年 

５ ６ ７ ８ ９ １０ １１ １２ １ ２ ３ 
計 

同意件数 1 1 7 2 3 5 2 5 7 8 2 5 48 

通 知 書 21 18 24 12 24 24 30 10 12 11 9 10 205 

合  計 22 19 31 14 27 29 32 15 19 19 11 15 253 

※通知書には計画通知を含む

（過去５ヵ年間の建築同意及び通知処理状況） 

年度 

区分 
２７ ２８ ２９ ３０ 元年（３１） 

新 築 ２６４ ２２６ ２０７ ２７３ ２２７ 

増 築 １２ ９ １０ １２ ９ 

その他 ９ １１ １２ １３ １７ 

合 計 ２８５ ２４６ ２２９ ２９８ ２５３ 
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264 226 207
273 227

12

9 10

12 9

9

11 12

13
17

1

10

100

1000

27 28 29 30 元

新 築

増 築

その他



５．各種届出状況（消防法及び火災予防条例に基づく） 

平成31年4月1日～令和2年3月31日 

月 

区分 

31 
4 

元年 

5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 
計 

消 

防 

法 

関 

連 

高 圧 ガ ス 届
(ＬＰｶﾞｽ・ｱｾﾁﾚﾝ等) 

2 2 

防火管理者選任届 20 10 5 7 5 3 2 2 6 5 2 6 73 

消 防 計 画 届 31 13 8 9 5 4 4 2 6 5 2 6 95 

工事整備対 象 
設備等着工届出書 7 9 5 7 8 3 6 8 2 3 4 12 74 

消防用設備 等 
設 置 届 書  14 3 14 4 10 9 10 2 17 22 12 18 135 

消 防 用 設 備
点 検 報 告 書 24 29 39 21 22 29 40 30 43 39 59 40 415 

合 計 96 64 71 48 50 48 62 44 74 74 81 82 794 

火 

災 

予 

防 

条 

例 

関 

連 

炉、カマド 、 
ボイラー等 届 4 1 3 1 9 

変電、発電 、 
蓄 電 設 備 届  1 2 2 2 2 3 1 2 15 

少量危険物 届 1 1 2 4 

防 火 対 象 物
使 用 開 始 届 3 3 3 4 3 6 4 2 4 5 7 5 49 

道 路 工 事 届 7 6 8 6 5 13 10 11 15 20 10 12 123 

煙火の打上 げ 
仕 掛 け 届  

催物の開催 届 5 5 8 13 8 5 11 11 11 4 2 83 

気 球 掲 揚 届 

火 災 と 
まぎらわしい届 9 7 7 5 7 5 12 11 21 14 17 13 128 

火気使用申 請 1 1 3 3 1 2 2 2 15 

合 計 25 21 26 29 26 36 42 42 55 51 39 34 426 
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６．危険物施設状況 

令和2年3月31日現在 

施 設 別 

区   分 

製 

造 

所 

貯 蔵 所 取 扱 所 
合 

計 

屋 

内 

屋
外
タ
ン
ク 

屋
内
タ
ン
ク 

地
下
タ
ン
ク 

簡
易
タ
ン
ク 

移
動
タ
ン
ク 

屋 

外 

小 

計 

給 

油 

第
一
種
販
売 

第
二
種
販
売 

移   

送 

一 

般 

小 

計 

数

量

の

倍

数

別 

5 倍 以 下 13 1 13 1 5 1 34 3 3 37 

5倍を超え10倍以下 9 2 1 1 5 18 2 4 6 24 

10倍を超え50倍以下 2 2 2 2 2 10 20 3 23 33 

50倍を超え100倍以下 4 4 4 

100倍を超え150倍以下 2 2 2 

150倍を超え200倍以下 2 2 2 

200倍を超え1,000倍以下 13 13 13 

1,000倍を超え5,000倍以下 3 3 3 

5,000倍を超え10,000倍を以下 

10,000倍を超えるもの 

合  計 29 3 3 20 1 7 8 71 37 10 47 118 

種 

別 

単 

独 

第１類 

第２類 

第３類 

第４類 27 3 3 20 1 7 8 69 37 10 47 116 

第５類 

第６類 

混  在 2 2 2 

合  計 28 3 3 20 1 8 8 71 37 10 47 118 

※ 混在は同棟で貯蔵
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７．危険物施設数及び危険物関係事務処理状況 

平成31年4月1日～令和2年3月31日 

 区 分 

  施 
  設 

数 
処理状況 

製 

造 

所 

貯 蔵 所 取 扱 所 

合 

計 

屋 

内 

屋

外

タ

ン

ク 

屋

内

タ

ン

ク 

地

下

タ

ン

ク 

簡

易

タ

ン

ク 

移

動

タ

ン

ク 

屋 

外 

給 

油 

第

一

種

販

売 

二

第

種

販

売 

一 

般 

28 3 3 20 1 8 8 38 9 118 

設 置 許 可 

変 更 許 可 1 2 9 1 13 

完成検査前検査 

完成検査（設置） 

完成検査（変更） 1 2 10 1 14 

仮   使   用 2 9 11 

仮貯蔵・仮取扱 1 1 2 

廃 止 届 1 1 2 

予 防 規 程 4 1 5 

軽 微 な 変 更    1 19 1 21 

所有者等の変更届 5 1 10 11 2 29 

保安監督者選解任届 3 1 6 3 13 

取扱者選解任届 1 1 1 8 2 13 

そ の 他    3 1 2 6 

合   計 15 3 20 80 11 129 

 （単位：件） 
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８．中高層建物状況 

令和2年3月31日現在 

区    分 
５

階 

６

階 

７

階 

８

階 

９

階 

10

階 

11

階 

以上 

合

計 

業 

 

 

態 

 

 

別 

１ イ 劇 場 、 映 画 館 等         

４  百 貨 店 、 マ ー ケ ッ ト         

５ 

イ 旅館、ホテル、宿泊所         

ロ 寄宿舎、下宿、共同住宅 214  4  1 1 11 231 

６ 

イ 病院、診療所、助産所         

ロ 要介護老人・社会福祉施設等         

ハ 老人・社会福祉施設(ロを除く)等         

ニ  幼稚園、特別支援学校         

７   学 校 （ 各 種 学 校 ）  1  1     2 

12 イ 工 場 、 作 業 所 2       2 

14  倉 庫 1       1 

15  前各号に該当しない事業所 2       2 

16 

イ 特定複合用途防火対象物 3  1 1    5 

ロ 複 合 用 途 防 火 対 象 物 1       1 

合      計 224  6 1 1 1 11 244 

（単位：件） 
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９．防火管理者及び消防計画届出状況 

令和2年3月31日現在 

  区  分 

用 途 別 

防
火
管
理
者
が

必
要
な
事
業
所
数

防火管理者 消防計画 

選
任
届
出
済
数

選
任
率
（
％
）

届

出

済

数

提
出
率
（
％
）

劇 場 、 映 画 館 、 演 芸 場 、 観 覧 場 6 5 83.3 5 83.3 

遊 技 場 、 ダ ン ス ホ ー ル 2 2 100.0 2 100.0 

カラオケボックス、ネットカフェ、個室ビデオ等 1 1 100.0 1 100.0 

飲 食 店 57 50 87.7 44 77.2 

物品販売業及び展示場、百貨店、マーケット、その他 78 53 67.9 53 67.9 

旅 館 、 ホ テ ル 、 宿 泊 所 3 3 100.0 3 100.0 

寄 宿 舎 、 下 宿 、 共 同 住 宅 53 17 32.1 15 28.3 

病 院 、 診 療 所 、 助 産 所 7 7 100.0 7 100.0 

要 介 護 老 人 ・ 社 会 福 祉 施 設 等 19 19 100.0 18 94.7 

老人・社会福祉施設（6 項ロを除く）等 28 26 92.9 26 92.9 

幼 稚 園 、 特 別 支 援 学 校 5 5 100.0 5 100.0 

学 校 （ 各 種 学 校 含 む ） 16 15 87.5 15 93.8 

図 書 館 、 博 物 館 、 美 術 館 3 3 100.0 3 100.0 

公 衆 浴 場 （ 9 項 イ 以 外 ） 2 2 100.0 2 100.0 

神 社 、 寺 院 、 教 会 の 類 8 3 37.5 3 37.5 

工 場 、 作 業 所 26 25 100.0 25 96.2 

倉 庫 14 14 100.0 14 90.0 

前 各 号 に 該 当 し な い 事 業 場 50 41 82.0 38 76.0 

特定防火対象物が存在する複合用途防火対象物 52 34 65.4 29 55.8 

上 記 以 外 の 複 合 用 途 防 火 対 象 物 12 6 50.0 5 41.7 

重要文化財、重要民族資料等の建築物 3 2 66.7 2 66.7 

合    計 445 333 74.8 315 70.8 

※ 率は小数点第２位で四捨五入

１０．防火管理者資格取得状況 

  単位：人 

年    度 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 元 

取得者数 37 44 23 18 18 28 19 26 16 25 22 19 
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１１．消防用設備等設置状況 １ 

  令和2年3月31日現在 

設  備 

防火対象物の区分 

屋内消火栓 

設   備 

スプリンクラー

設    備 

水噴霧消火 

設 備 等 

動力ポンプ 

設   備 

要設置 設置済 要設置 設置済 要設置 設置済 要設置 設置済 

⑴ 

イ 劇 場 等 3 3 1 1 

ロ 集  会  場  等 

1 1 

⑵ 

イ キ ャ バ レ ー 等

ロ 遊  技  場  等 2 2 

ハ 風俗営業等を営む店舗 

ニ カラオケボックス等個室店舗

⑶ 
イ 料  理  店  等 

ロ 飲    食    店 

⑷ マ ー ケ ッ ト 等 6 6 7 7 9 9 

⑸ 
イ 旅    館    等 3 3 

ロ 共 同 住 宅 等 7 7 8 8 

⑹ 

イ 病    院    等 2 2 4 4 

ロ 要介護老人・社会福祉施設等 17 17 

ハ 老人・社会福祉施設・保育園等 3 3 1 1 

ニ 幼 稚 園 等 

⑺ 学校（各種学校含む）  33 33 1 1 4 4 

⑻ 図  書  館  等 1 1 

⑼ 
イ 蒸 気 浴 場 等 

ロ イ以外の公衆浴場

⑽ 車 両 の 停 車 場 等 

⑾ 神 社 、 寺 院 等 

⑿ 
イ 工 場 、 作 業 場 45 44(1) 8 8 6 6 

ロ 映画・テレビスタジオ 

⒀ 
イ 自動車車庫、駐車場 10 10 

ロ 飛行機等の格納庫 

⒁ 倉 庫 42 42 9 9 6 6 

⒂ 前各項に該当しない事業場 23 23 1 1 5 5 

⒃ 
イ 特定複合用途防火対象物 4 4 4 4 

ロ イ以外の複合用途防火対象物 1 1 

⒄ 文化財保護法に基づく建造物 1 1 1 1 

合   計 176 
175 
(1) 32 32 58 58 13 13 

１．防火対象物の区分は、消防法施行令別表第１による区分であり、施設の名称はその例示である。 

２．消防庁の実態調査要領に基づく。 

３．（ ）内は、消防法施行令第３１条、第３２条の適用ならびに経過措置中である。 
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１１．消防用設備等設置状況 ２ 

令和2年3月31日現在 

設  備 

 

防火対象物の区分 

屋外消火栓 

設    備 

自動火災報知 

設    備 

漏電火災警報 

設    備 

非 常 警 報 

設    備 

要設置 設置済 要設置 設置済 要設置 設置済 要設置 設置済 

⑴  
イ 劇 場 等   3 3   3 3 

ロ 集  会  場  等   1 1   4 4 

⑵ 

イ キ ャ バ レ ー 等         

ロ 遊  技  場  等   2 2   2 2 

ハ 風俗営業等を営む店舗         

ニ カラオケボックス等個室店舗   2 2   1 1 

⑶ 
イ 料  理  店  等         

ロ 飲    食    店   22 22   24 24 

⑷ マ ー ケ ッ ト 等 1 1 44 43 2 2 33 33 

⑸ 
イ 旅    館    等   7 7   1 1 

ロ 共 同 住 宅 等   87 
86 
(1) 

29 29 68 68 

⑹ 

イ 病    院    等   11 11   9 9 

ロ 要介護老人・社会福祉施設等   17 17   7 7 

ハ 老人・社会福祉施設・保育園等   28 28 3 3 5 5 

ニ 幼  稚  園  等   5 5     

⑺ 学校（各種学校含む）   40 40 1 1 32 32 

⑻ 図  書  館  等   4 4     

⑼ 
イ 蒸 気 浴 場 等         

ロ イ以外の公衆浴場   1 1     

⑽ 車 両 の 停 車 場 等         

⑾ 神 社 、 寺 院 等   4 4   3 3 

⑿ 
イ 工 場 、 作 業 場 17 17 126 124   5 5 

ロ 映画・テレビスタジオ         

⒀ 
イ 自動車車庫、駐車場   7 7     

ロ 飛行機等の格納庫         

⒁ 倉        庫 10 10 96 95   1 1 

⒂ 前各項に該当しない事業場   78 78 2 2 34 34 

⒃ 
イ 特定複合用途防火対象物   45 43(2) 1 1 15 15 

ロ イ以外の複合用途防火対象物   6 6 1 1 9 9 

⒄   文化財保護法に基づく建造物 1 1 30 30 1 1   

合   計 29 29 666 659 
(3) 

40 40 256 256 

１．防火対象物の区分は、消防法施行令別表第１による区分であり、施設の名称はその例示である。 

２．消防庁の実態調査要領に基づく。 

３. （ ）内は、消防法施行令第３１条、第３２条の適用ならびに経過措置中である。 
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１１．消防用設備等設置状況 ３ 

令和2年3月31日現在 

設  備 

防火対象物の区分 

避 難 器 具 誘 導 灯 消 防 用 水 排 煙 設 備 

要設置 設置済 要設置 設置済 要設置 設置済 要設置 設置済 

⑴ 
イ 劇 場 等 1 1 3 3 3 3 

ロ 集  会  場  等 4 4 

⑵ 

イ キ ャ バ レ ー 等

ロ 遊  技  場  等 2 2 1 1 

ハ 風俗営業等を営む店舗 

ニ カラオケボックス等個室店舗 2 2 

⑶ 
イ 料  理  店  等 

ロ 飲    食    店 1 1 48 48 

⑷ マ ー ケ ッ ト 等 3 3 71 71 2 2 5 5 

⑸ 
イ 旅    館    等 1 1 6 6 

ロ 共 同 住 宅 等 73 73 50 50 5 5 

⑹ 

イ 病    院    等 6 6 23 23 

ロ 要介護老人・社会福祉施設等 5 5 17 17 1 1 

ハ 老人・社会福祉施設・保育園等 3 3 35 35 

ニ 幼 稚 園 等 5 5 

⑺ 学校（各種学校含む） 5 5 26 26 1 1 

⑻ 図  書  館  等 

⑼ 
イ 蒸 気 浴 場 等 

ロ イ以外の公衆浴場

⑽ 車 両 の 停 車 場 等 

⑾ 神 社 、 寺 院 等 2 2 1 1 

⑿ 
イ 工 場 、 作 業 場 2 2 52 52 3 3 

ロ 映画・テレビスタジオ 

⒀ 
イ 自動車車庫、駐車場 2 2 2 2 

ロ 飛行機等の格納庫 

⒁ 倉 庫 4 4 91 91 8 8 

⒂ 前各項に該当しない事業場 11 11 105 105 1 1 

⒃ 
イ 特定複合用途防火対象物 24 24 60 60 6 6 

ロ イ以外の複合用途防火対象物 5 5 17 17 

⒄ 文化財保護法に基づく建造物 1 1 

合   計 146 146 621 621 21 21 17 17 

１．防火対象物の区分は、消防法施行令別表第１による区分であり、施設の名称はその例示である。 

２．消防庁の実態調査要領に基づく。 
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１１．消防用設備等設置状況 ４ 

令和2年3月31日現在 

設  備 

 

防火対象物の区分 

連結散水設備 連結送水管 
非常コンセント 

設    備 

ガ ス 漏 れ 

火災警報設備 

要設置 設置済 要設置 設置済 要設置 設置済 要設置 設置済 

⑴ 
イ 劇 場 等   1 1   1 1 

ロ 集  会  場  等         

⑵ 

イ キ ャ バ レ ー 等         

ロ 遊  技  場  等         

ハ 風俗営業等を営む店舗         

ニ カラオケボックス等個室店舗         

⑶ 
イ 料  理  店  等         

ロ 飲    食    店         

⑷ マ ー ケ ッ ト 等   1 1     

⑸ 
イ 旅    館    等         

ロ 共 同 住 宅 等   16 16 10 10 1 1 

⑹ 

イ 病    院    等         

ロ 要介護老人・社会福祉施設等         

ハ 老人・社会福祉施設・保育園等         

ニ 幼 稚 園 等         

⑺ 学校(各種学校含む)   1 1   1 1 

⑻ 図  書  館  等         

⑼ 
イ 蒸 気 浴 場 等         

ロ イ以外の公衆浴場         

⑽ 車 両 の 停 車 場 等         

⑾ 神 社 、 寺 院 等         

⑿ 
イ 工 場 、 作 業 場   2 2     

ロ 映画・テレビスタジオ         

⒀ 
イ 自動車車庫、駐車場         

ロ 飛行機等の格納庫         

⒁ 倉        庫   1 1     

⒂ 前各項に該当しない事業場 1 1 1 1     

⒃ 
イ 特定複合用途防火対象物   1 1   1 1 

ロ イ以外の複合用途防火対象物         

⒄ 文化財保護法に基づく建造物         

合   計 1 1 24 24 10 10 4 4 

１．防火対象物の区分は、消防法施行令別表第１による区分であり、施設の名称はその例示である。 

２．消防庁の実態調査要領に基づく。 
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１１．消防用設備等設置状況 ５ 

令和2年3月31日現在 

設  備 

防火対象物の区分 

消防機関へ通報する

火災報知設備 

非 常 電 源 設 備 

設 置 済 み 

要設置 設置済 
専用受電

設 備 

自家発電 

設 備 

蓄 電 池 

設  備 

燃料電池 

設   備 

⑴ 
イ 劇 場 等 2 3 2 

ロ 集  会  場  等 1 

⑵ 

イ キ ャ バ レ ー 等

ロ 遊  技  場  等 2 2 

ハ 風俗営業等を営む店舗 

ニ カラオケボックス等個室店舗

⑶ 
イ 料  理  店  等 

ロ 飲    食    店 

⑷ マ ー ケ ッ ト 等 5 9 5 

⑸ 
イ 旅    館    等 3 3 2 3 2 

ロ 共 同 住 宅 等 16 2 9 1 

⑹ 

イ 病    院    等 5 5 3 4 1 

ロ 要介護老人・社会福祉施設等 17 17 3 9 4 

ハ 老人・社会福祉施設・保育園等 25 25 4 1 1 

ニ 幼 稚 園 等 1 1 

⑺ 学校(各種学校含む) 26 5 

⑻ 図  書  館  等 1 

⑼ 
イ 蒸 気 浴 場 等 

ロ イ以外の公衆浴場

⑽ 車 両 の 停 車 場 等 

⑾ 神 社 、 寺 院 等 1 1 

⑿ 
イ 工 場 、 作 業 場 39 1 1 

ロ 映画・テレビスタジオ 

⒀ 
イ 自動車車庫、駐車場 1 1 

ロ 飛行機等の格納庫 

⒁ 倉 庫 44 1 5 

⒂ 前各項に該当しない事業場 12 11 1 

⒃ 
イ 特定複合用途防火対象物 2 2 4 1 1 

ロ イ以外の複合用途防火対象物 

⒄ 文化財保護法に基づく建造物 2 2 1 

合   計 56 56 162 53 36 1 

１．防火対象物の区分は、消防法施行令別表第１による区分であり、施設の名称はその例示である。 

２．消防庁の実態調査要領に基づく。 
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１．消防車両の配置状況 

令和2年4月1日現在 

車  種 社 名 購入年月日 登録番号 ポンプ種別 

先端屈折水路付３０ｍ級 

梯 子 付 消 防 自 動 車 
日 野 平成23年11月17日 京都830 は･･15 

災 害 対 応 特 殊 

化学消防ポンプ自動車 
日 野 平成21年12月 1日 京都830 ぬ･･13 Ａ－２級 

水槽付消防ポンプ自動車 日 産 平成12年11月20日 京都800 は･165 Ａ－１級 

Ｃ Ａ Ｆ Ｓ 搭 載 型 

消 防 ポ ン プ 自 動 車 
日 野 平成25年11月20日 京都830 り･･11 Ａ－２級 

災 害 対 応 特 殊 

普通消防ポンプ自動車 
日 野 平成17年 8月30日 京都830 さ･･12 Ａ－２級 

救 助 工 作 車 (Ⅱ 型 ) 日 野 平成26年11月27日 京都830 は･･16 

災害対応特殊救急自動車 トヨタ 平成29年2月17日 京都830 ら･･51 

高 規 格 救 急 自 動 車 トヨタ 令和2年 3月16日 京都830 と･･52 

高 規 格 救 急 自 動 車 トヨタ 平成25年11月19日 京都830 そ･･53 

指 令 車 トヨタ 平成24年12月19日 京都809 な･･･1 

指 揮 車 ホンダ 平成11年 3月29日 京都88 せ5992 

広 報 車 日 産 平成24年 1月27日 京都800 せ1677 

消火・通報訓練指導車 マツダ 平成12年 8月31日 京都800 さ3287 

消 防 資 機 材 搬 送 車 日 野 平成18年12月28日 京都830 み･･･4 

クレーン付資機材搬送車 日 野 平成26年12月20日 京都801 は･･･5 

人 員 搬 送 車 三 菱 平成27年 8月20日 京都301 め･161 

資機材搬送車(軽トラック) スズキ 平成12年 3月28日 京都80 あ1963 

事務連絡車(ライトバン) 日 産 平成24年 9月27日 京都480 た･381 

事務連絡車(軽自動車) 三 菱 平成14年 3月25日 京都41 み8250 

赤 バ イ ク ( 原 付 ) ホンダ 平成 3年 9月14日 八幡市 く2815 
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２．消防無線の概要 

消防無線は、災害の通報、伝達、情報の収集などあらゆる災害情報連絡体制の中枢です。 

 通信指令室においては、火災、救急等の緊急通報受理、出動指令、災害情報、救急医療情

報の伝達、出動隊の活動統制、関係機関との連絡及び出動要請や報道機関への情報提供など

の業務処理を効果的かつ迅速に行っています。 

種  別 内 容 設置状況 

無 線 電 話 

災害現場からの情報収集、各消防隊等への適切な行動

の指示。 

基地局と移動局相互間において、無線通信を行う電話。 

   

    

   

    

    

  

基地局 １局 

移動局２６局 

（車載１４局 

携帯１２局） 

新しくなった通信指令室（平成29年3月：更新） 
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３．火災等防ぎょ体制 

 

 消防隊の出動は、覚知と同時に、出動指令により災害の状況に応じて出動し、機材装備を

最大限に活用して、人命救助・消火・延焼防止など、効果的な防ぎょ活動を行っています。 

 

(1) 出動状況 

平成31年1月1日～令和元年12月31日 

出 動 区 分 件     数 

火 災 出 動  １３ 

救 急 出 動  ４,００１ 

救 助 出 動  ４３ 

警 
 

戒 
 

出 
 

動 

救 急 支 援 ７０ 

消 防 事 故 １９ 

再 燃 防 止 ０ 

焼 却 ２６ 

怪 煙 ０ 

警報器感知 １７ 

誤 報 １３ 

虚 報 ０ 

危険物流出 １１ 

ガス等漏洩 ２ 

風 水 害 等 ０ 

捜 索 １ 

そ の 他 ２５ 

管 外 ９ 

小   計 １９３ 

合        計 ４，２５０ 

(2) 出動状況（過去５年間） 

年 

区分 
２７ ２８ ２９ ３０ 

令和元年 

 （３１） 

火災出動 １３ ２３ １８ ９ １３ 

救急出動 ３，７７５ ３，７８１ ３，７３３ ３，９６３ ４，００１ 

救助出動 ２７ ３８ ３２ ４５ ４３ 

警戒出動 １７４ ２１１ １８８ ２２８ １９３ 

合  計 ３，９８９ ４，０５３ ３，９７１ ４，２４５ ４，２５０ 
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(3) 火災概況（過去５年間） 

（各年いずれも1月1日から12月31日） 

年 

区 分 
２７ ２８ ２９ ３０ 

令和元年 

（３１） 

火 災 

種 別 

建    物 8 12 13 7 9 

林    野      

車    両 3 3 5 1 3 

そ  の  他 2 8  1 1 

合    計 13 23 18 9 13 

焼 損 

内 訳 

建

物 

焼損床面積(㎡) 31.6 565.4 197.1 157.2 48.6 

焼損表面積(㎡) 2.0 25.5 9.2 33.3 23.1 

林野（ａ）      

車両（台） 3 3 6 1 4 

そ の 他 ※1 ※2  ※3 ※4 

損害額 

(千円) 

建 物 火 災※※ 2,941 27,769 39,313 24,508 5,144 

建物火災以外 3,071 1,152 1,666 119 16,077 

合    計 6,012 28,921 40,979 24,627 21,221 

焼 損 

棟 数 

全    焼 2 3 1  2 

半    焼   2 2  

部  分  焼 1 6 4 3 3 

ぼ    や 5 4 6 3 4 

爆 発 
建物（棟）      

そ  の  他      

り 災 

世帯数 

全    損  2 1 1  

半    損   1   

小    損 4 16 5 3 3 

り 災 者 数 8 35 19 14 10 

人 的 

被 害 

死    者  2    

負  傷  者 4 4 5  2 

１ヵ月の平均出火件数  1.1 1.9 1.5 0.8 1.1 

１ヵ月の平均損害額(千円) 501 2,410 3,415 2,052 1,768 

１件当りの平均損害額(千円) 462 1,257 2,277 2,736 1,632 

※小数点第二位以下は四捨五入 ※※建物火災の損害額は、火災種別が建物火災に該当するものを計上 

※1 コンテナ：6基、車両：6台 

※2 コンテナ2基、木切れ、ごみ類、自動販売機、廃車車両、合成樹脂と成形品、衣類 

※3 木製橋脚一部焼損      ※4  スマートメーター１基焼損 

火災件数の推移 

-63-

8
12 13

7
9

3

3

5

1
3

2

8

0
1 1

13

23
18

9 13

0

5

10

15

20

25

27 28 29 30 元

建物

車両

その他

合計



 (4) 月別火災発生状況 

平成31年1月1日～令和元年12月31日 

区分 

 

月別 

火 災 件 数 焼 損 状 況 焼損棟数 

合 

計 

建 

物 

林 

野 

車 

両 

そ
の
他 

建物（㎡） 林
野 

(ａ) 

車
両 

(台) 

そ
の
他 

全 

焼 

半 

焼 

部
分
焼 

ぼ 

や 
焼 損 
床面積 

焼 損 
表面積 

１月 ３ ２  １  18.6 0.8  1  1   1 

２月               

３月 2 2    30.0 6.0  1  1  1  

４月               

５月 2 2     15.9      2  

６月               

７月 1   1     1      

８月 2   1 1    1 1     

９月               

10月               

11月               

12月 3 3     0.4       3 

合計 13 9  3 1 48.6 23.1  4 1 2  3 4 
 

区分 

 

月別 

爆発 り災世帯 り
災
人
員 

(人) 

死傷者      損 害 額    ※1 

建 

物 

そ
の
他 

全 

損 

半 

損 

小 

損 

死 

者 

負
傷
者 

建物火災 
 

（千円） 

建物火災 
以  外 
（千円） 

合計 
 

（千円） 

１月         1,171 1,100 2,271 

２月            

３月         745  745 

４月            

５月     1 7   3,053  3,053 

６月            

７月          14,934 14,934 

８月        1  43 43 

９月            

10月            

11月            

12月     2 3  1 175  175 

合計     3 10  2 5,144 16,077 21,221 

※ 小数点第二位以下は、四捨五入 
※1 建物火災の損害額は、火災種別が建物火災に該当するものを計上 
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(5) 地区別火災発生状況及び前年との比較 

各年いずれも1月1日～12月31日 

区分 

年 

地区別 

火  災  件  数 

合 計 建 物 車 両 その他 

令和元年

（３１） 

３０ 
令和元年

（３１） 
３０ 

令和元年

（３１） 
３０ 

令和元年

（３１） 
３０ 

八 幡 地 区 ３ ４ ２ ４ １    

橋 本 地 区 ２ １ ２ １     

川 口 地 区         

岩 田 地 区 １ ２  １ １ １   

野 尻 地 区         

上津屋地区 １ １ １     １ 

上奈良地区         

下奈良地区         

内 里 地 区 ２  １    １  

戸 津 地 区 １  １      

美濃山地区 ２  ２      

男 山 地 区  １  １     

西 山 地 区         

欽明台地区 １    １    

高 速 道 路         

合  計 １３ ９ ９ ７ ３ １ １ １ 
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(6) 建物用途別火災発生状況            平成31年1月1日～令和元年12月31日 

区分 

建物用途 

焼損棟数 

（棟） 

焼損面積（㎡） 損害額 

（千円） 焼損床面積 焼損表面積 

住     宅 ２  ３．９ ３，１４５ 

共 同 住 宅 １   １ 

店 舗 １   ４ 

倉 庫 ２ ４８．６ ０．８ １，５３５ 

工場・作業場 ２  １８．０ ４５７ 

複 合 建 築 物 の 

各名目（飲食店） 

       

１ 

 

 

 

０．４ 

           

２ 

合   計 ９ ４８．６ ２３．１ ５，１４４ 

※小数点第二位以下は四捨五 

(7) 曜日別火災発生状況             平成31年1月1日～令和元年12月31日 

曜日 

区分 
日曜日 月曜日 火曜日 水曜日 木曜日 金曜日 土曜日 合 計 

建 物 １ ３ １ １ １ ２  ９ 

車 両  １ １    １ ３ 

その他  １      １ 

合 計 １ ５ ２ １ １ ２ １ １３ 
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1

3

1 1 1
2

1

1

1

1

0

1

2

3

4

5

6

日曜日 月曜日 火曜日 水曜日 木曜日 金曜日 土曜日

建 物 車 両 その他



(8) 出火原因別発生状況及び損害額 

平成31年1月1日～令和元年12月31日 

区分 

出火原因 

出 火 件 数 損害額 

(千円) 

焼 損 程 度 

（棟 数・台 数を記載） 合計 建物 車両 その他 

放火の疑い １ １   4 ぼや1棟 

放 火 １  １  1,100 車両1台（普通乗用車） 

 
移動可能な 
電熱器 

 

１ 

 

１ 
  

 

  1,167 

 

全焼1棟 

排気管 １  １    14,934 車両1台（大型クレーン車） 

ガスコンロ １ １   2 ぼや1棟 

ガステーブル １ １   172 ぼや1棟 

 配線器具 １ １   2,973 部分焼1棟 

 ライター １  １  17 車両1台（2ｔトラック） 

 たばこ ２ ２   378 部分焼1棟・ぼや1棟 

 不 明 ３ ２  １ 474 

全焼1棟・部分焼1棟   

車両1台（軽トラック） 

スマートメーター1基 

合   計 １３ ９ ３ １ 21,221 

全焼２棟・部分焼３棟  ぼや４棟 

車両４台 

スマートメーター1基 
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2

1

1

1

1

1

2

1

1

1

1

0 1 2 3 4

不明

移動可能な電熱器

放火の疑い

放火

ライター

ガスコンロ

ガステーブル

排気管

配線器具

たばこ

建物 車両 その他



(9) 天候別火災発生状況 

    平成31年1月1日～令和元年12月31日  

  

(11) 風速別火災発生状況 

平成31年1月1日～令和元年12月31日 

(12) 湿度別火災発生状況 

平成31年1月1日～令和元年12月31日 
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晴れ 9件

曇り 4件

雨 0件

(10) 風向別火災発生状況 

平成31年1月1日～令和元年12月31日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0

1

2
北

北北東
北東

東北東

東

東南東

南東
南南東

南
南南西

南西

西南西

西

西北西

北西
北北西

2 2 2 2

1

1

2

1
0

0.5

1

1.5

2

2.5

3

3.5

4

4.5

0～0.9 1.0～1.9 2.0～2.9 3.0～3.9 4.0～4.9 5ｍ以上

建物 車両 その他

1

2

1

2

3

2

1

1

0

0.5

1

1.5

2

2.5

3

3.5

4

4.5

40％未満 40～49 50～59 60～69 70～79 80～89 90～99

建物 車両 その他



(13) 消防水利の状況 

 

 消防水利は、消防用機械器具とともに消防活動上不可欠なものであるため、定期的な維持管

理を実施し、有事にそなえ万全を期しています。 

 また、消火栓等の消防水利を確保するため、巡回パトロールを実施し、消防活動上の障害排

除対策に力をいれています。 

令和2年8月1日現在 

区分 

 

地区 

消 火 栓 防火水槽 消防水利 消火栓

用器具

格納箱 

150Φ 

以上 

150Φ 

未満 
合計 (地上式) 

40ｔ 

以上 

40ｔ 

未満 
合計 貯水槽 プール 

一 区 112 134 246 （2） 46 1 47  1 76 

二 区 47 75 122 （2） 15 3 18  1 34 

三 区 24 77 101 4 13 6 19 1  38 

四 区 77 182 259  24 4 28  1 87 

五 区 32 36 68  15 3 18   22 

六 区 24 56 80 （1） 17 1 18  1 48 

上 区 16 22 38  4 10 14 2  16 

中 区 33 41 74  10 2 12   28 

下 区 34 47 81  22 6 28 1  24 

内 里 31 30 61  3 5 8  1 14 

戸 津 18 10 28  12 4 16   11 

美濃山 54 52 106  16 3 19   27 

男 山 122 148 270 （12） 26  26  3 64 

欽明台 46 59 105  15 1 16 1 1 28 

小 計 670 969 1,639 （21） 238 49 287 5 9 517 

合 計 1,639 ― 287 ― 14 517 
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４．救助体制 

 

 火災現場で逃げ遅れた人や交通事故により車内にとじこめられた人、あるいは工場内でけ

がをした人を救出できるように特殊機械器具を使用し、あらゆる災害現場を想定した訓練を

重ね、即応できる体制をとっています。 

 

(1) 救助概況（過去５年間） 

各年いずれも1月1日～12月31日 

年 

区 分 
２７ ２８ ２９ ３０ 令和元年 

出 動 件 数 ２７ ３８ ３２ ４５ ４３ 

救 助 件 数 ２１ ３０ ２１ ３６ ３９ 

救 助 人 員 ２２ ２５ １６ ２８ ２２ 

 

(2) 機械器具一覧                        令和2年4月1日現在 

消 防 用 資 器 材 

種別 資 器 材 名 数量 資 器 材 名 数量 

一
般
救
助 

かぎ付き梯子 ５ 三連梯子 ５ 

金属製折りたたみ梯子又はワイヤー梯子 ４ 空気式救助マット １ 

救命索発射銃 １ サーバイバスリング２ 緑縛帯１ 黄縛帯１  

ピタゴール３ エバック１ ニュートン１ 

９ 

平担架 １ 
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27

38

32

45 43

21

30

21

36
39

22 25

16

28
22

10

15

20

25

30

35

40

45

27 28 29 30 元

出 動 件 数

救 助 件 数

救 助 人 員



令和2年4月1日現在 

救 助 用 資 器 材 ・ そ の 他 

種別 資 器 材 名 数量 資 器 材 名 数量 

重
量
物
排
除 

油圧ジャッキ ３ 油圧スプレッダー ５ 

可搬ウインチ ２ マンホール救助器具 1 

救命用簡易起重機 １ マット型空気ジャッキ ２ 

救助用支柱器具 １   

切
断 

油圧切断機 ５ エンジンカッター ３ 

ガス溶断機 １ チェンソー ３ 

空気鋸 １ 空気切断機 １ 

コンクリート・鉄筋切断用チェンソー ２   

破
壊 

万能斧 １ ハンマー １１ 

携帯用コンクリート破壊器具 １ 削岩機 ２ 

ハンマードリル ３   

測
定 

可燃性ガス測定器 ２ 有毒ガス測定器 ２ 

酸素濃度測定器 ２ 放射線測定器（表面２・空間３・個人１０） １５ 

呼
吸
保
護 

空気呼吸器 ２１ 空気補充用ボンベ 146 

酸素呼吸器 ２ 簡易呼吸器（パラート） ２ 

防塵マスク ４７ 送排風機 ２ 

隊
員
保
護 

耐電手袋 １０ 耐電衣 １０ 

耐電ズボン １０ 耐電長靴 １０ 

防毒マスク（全面・半面） １６ 携帯警報機（レスキューコール） １６ 

陽圧式化学防護服 ２ 化学防護服 ８ 

水
難 

救命胴衣 ４５ 救命浮環 ７ 

救命ボート ３ 船外機 ３ 

そ
の
他 

除染散布器 １ バスケット型担架 ５ 

簡易画像探索器 １ 熱画像直視装置 １ 

投光器 １ 携帯投光器 ７ 

携帯拡声器 １３ 携帯無線機 ６ 

応急処置用セット １ 緩降機 ２ 

ロープ登降機 ３ 発電機 １３ 
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令和2年4月1日現在 

救 急 用 資 器 材 ・ そ の 他 

資 器 材 名 数量 資 器 材 名 数量 

メインストレッチャー ３ スクープストレッチャー ３ 

バックボード（ロングボード） ３ 頸椎固定救出用具（ショートボード） ２ 

患者監視装置 ３ 自動式心臓マッサージ器 ３ 

半自動体外式除細動器 ３ ＡＥＤ ３ 

成人用バックバルブマスク ３ 小児用バックバルブマスク ３ 

人工呼吸器 ３ 吸引器 ３ 

呼気終末二酸化炭素濃度測定器 ３ 携帯用血中酸素飽和度測定器 ３ 

酸素ボンベ ９ 血糖値測定器 ３ 

デジタルカメラ ３ タブレット端末 ３ 

心肺蘇生訓練用人形（成人） １４ 心臓蘇生訓練用人形（乳児） ３ 

簡易型心肺蘇生訓練用キット ６０ 訓練用ＡＥＤ ９ 

 

 

(3) 事故種別救助出動状況 

平成31年1月1日～令和元年12月31日 

件数及び人員 

種   別 
出 動 件 数 救助活動件数 救 助 人 員 

火   災 
建    物 ５ ５ １ 

建 物 以 外    

交 通 事 故 １１ ９ ８ 

水 難 事 故    

爆 発 事 故    

風 水 害 等 自 然 災 害    

機 械 に よ る 事 故    

建 物 等 に よ る 事 故 ２２ ２１ １０ 

ガ ス 及 び 酸 欠 事 故    

そ の 他 の 事 故 ５ ４ ３ 

合          計 ４３ ３９ ２２ 
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(4) 月別救助出動状況 

平成31年1月1日～令和元年12月31日 

事故 

概要 

 

 

 

月別 

火 災 交

通

事

故 

水

難

事

故 

風
水
害
等
自
然
災
害 

機
械
に
よ
る
事
故 

建
物
等
に
よ
る
事
故 

ガ
ス
及
び
酸
欠
事
故 

爆

発

事

故 

そ

の

他

の

事

故 

合 
 
 
 
 
 

計 

比 
 
 
 
 
 

率 

建 
 
 
 

物 

建

物

以

外 

１月 1  1    3    5 11.6 

２月   1    2    3 7.0 

３月 2  1    4    7 16.3 

４月       1    1 2.3 

５月 1          1 2.3 

６月   1       1 2 4.7 

７月   4    3    7 16.3 

８月   1    5    6 14.0 

９月       1    1 2.3 

10月          1 1 2.3 

11月   2    1   1 4 9.3 

12月 1      2   2 5 11.6 

合計 5  11    22   5 43 100.0 
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１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

5

3

7

1 1
2

7
6

1 1

4
5

11.6

7

16.3

2.3 2.3

4.7

16.3

14

2.3 2.3

9.3

11.6

件数 割合



(5) 曜日別救助出動状況 

平成31年1月1日～令和元年12月31日  

事故 

概要 

 

 

 

曜日 

火災 交

通

事

故 

水

難

事

故 

風
水
害
等
自
然
災
害 

機
械
に
よ
る
事
故 

建
物
等
に
よ
る
事
故 

ガ
ス
及
び
酸
欠
事
故 

爆

発

事

故 

そ

の

他

の

事

故 

合 
 
 
 
 
 

計 

比 
 
 
 
 
 

率 

建 
 
 
 

物 

建

物

以

外 

日曜日 1  1    2   1 5 11.6 

月曜日 1  1    3    5 11.6 

火曜日 1  5    6    12 27.9 

水曜日           0 0 

木曜日 1      7   2 10 23.3 

金曜日 1  3    4    8 18.6 

土曜日   1       2 3 7.0 

合 計 5  11    22   5 43 100.0 

比 率 11.6  25.6    51.2   11.6 100.0  

事故概要別比率 
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日曜日 月曜日 火曜日 水曜日 木曜日 金曜日 土曜日

5 5

12

0

10
8

3

11.6 11.6

27.9

0

23.3

18.6

7

件数 割合

建物火災

5件

11.6％

交通事故

11件

25.6％

建物等による事故

22件 51.2％

その他の事故

5件 11.6％



５．救急体制 

 救急救命士の資格を持った救急隊員が、病気の人や交通事故や災害等で負傷した人を、高

度な応急手当を行いながら、迅速に医療機関へ搬送できる体制をとっています。 
 
(1) 救急概況及び前年比較 

各年いずれも1月1日～12月31日 

項目 

 

 

 

年 

出
動
件
数 

前
年
比
較 

搬
送
人
員 

前
年
比
較 

１日平均 1ヵ月平均 

出
動
件
数 

搬
送
人
員 

出
動
件
数 

搬
送
人
員 

２７ 3,775 144 3,535 106 10.3 9.7 314.6 294.6 

※１２８ 3,781 6 3,518    △17 10.3 9.6 315.1 293.2 

２９ 3,733 △48   3,482    △36 10.2 9.5 311.1 290.2 

３０ 3,963 230 3,678 196 10.9    10.1 330.3 306.5 

令和元年 4,001 38 3,729 51 11.0 10.2 333.4 310.8 

※小数点以下は、小数点二位で四捨五入 ※１は、うるう年（366日で算出） 

1日平均救急出動件数及び搬送人員 

 

年間救急出動件数及び搬送人員 
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10.3 10.3
10.2

10.9 11

9.7

9.6
9.5

10.1

10.2

9
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10.5
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平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 令和元年

１日平均出動件数 １日平均搬送人員数

3,775 3,781
3,733

3,963

4,001

3,535

3,518 3,482

3,678
3,729

3,400

3,500

3,600

3,700

3,800

3,900

4,000

4,100

平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 令和元年

出動件数 搬送人員



(2) 地区別救急出動件数人口比 

出動件数は、いずれも1月1日～12月 31日 

人口は、いずれも12月31日現在 

年別 

 

 

地区別 

２９ ３０ 令和元年（３１） 

地
区
人
口 

出
動
件
数 

出
動
割
合 

地
区
人
口 

出
動
件
数 

出
動
割
合 

地
区
人
口 

出
動
件
数 

出
動
割
合 

八   幡 22,435 1,384 6.2 22,211 1,482 6.7 21,973 1,535 7.0 

橋   本 10,741 395 3.7 10,706 425 4.0 10,620 440 4.1 

川   口 2,666 149 5.6 2,656 120 4.5 2,657 128 4.8 

岩   田 558 33 5.9 547 30 5.5 545 41 7.5 

野   尻 104 17 16.3 104 12 11.5 104 12 11.5 

上  津  屋 525 46 8.8 503 43 8.5 497 52 10.5 

上  奈  良 177 22 12.4 178 31 17.4 173 12 6.9 

下  奈  良 741 69 9.3 724 83 11.5 708 74 10.5 

内   里 966 105 10.9 953 94 9.9 956 62 6.5 

戸   津 692 63 9.1 685 75 10.9 658 76 11.6 

美  濃  山 4,385 121 2.8 4,329 164 3.8 4,314 154 3.6 

男   山 20,527 1,089 5.3 20,499 1,169 5.7 20,518 1,160 5.7 

西   山 1,798 65 3.6 1,804 85 4.7 1,796 76 4.2 

欽 明 台 5,430 159 2.9 5,467 133 2.4 5,450 161 3.0 

高速道路 - 5 - - 4 - - 9 - 

管   外 - 11 - - 13 - - 9 - 

合  計 71,745 3,733 5.2 71,366 3,963 5.6 70,969 4,001 5.6 

※出動件数÷地区人口×100＝出動割合 

 

地区別救急出動件数人口比 
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10.0

15.0

20.0

八幡 橋本 川口 岩田 野尻 上津屋上奈良下奈良 内里 戸津 美濃山 男山 西山 欽明台 合計

平成29年 平成30年 令和元年



(3) 地区別月別救急出動件数 

平成31年1月1日～令和元年12月31日 

月別 

 

地区別 

1 

月 

2 

月 

3 

月 

4 

月 

5 

月 

6 

月 

7 

月 

8 

月 

9 

月 

10

月 

11 

月 

12 

月 

合計 

(件) 

比率 

％※ 

八  幡 145 133 132 138 115 118 125 130 139 107 123 130 1,535 38.4 

橋  本 40 36 39 29 33 32 32 46 43 39 42 29 440 11.0 

川  口 10 14 10 15 9 7 9 14 10 15 5 10 128 3.2 

岩  田 5 2 3 2 6 4 3 4 2 3 4 3 41 1.0 

野  尻 2 1 3 0 1 1 1 0 2 0 0 1 12 0.3 

上 津 屋 2 4 2 5 5 5 5 4 5 3 7 5 52 1.3 

上 奈 良 1 1 2 0 1 2 0 3 0 1 0 1 12 0.3 

下 奈 良 10 4 9 5 6 3 9 7 4 8 2 7 74 1.9 

内  里 7 9 3 5 5 7 3 7 4 3 4 5 62 1.6 

戸  津 9 4 5 6 6 7 6 6 6 5 7 9 76 1.9 

美 濃 山 18 4 9 13 12 8 18 18 14 15 9 16 154 3.9 

男  山 124 92 97 106 81 99 99 105 81 87 87 102 1,160 29.0 

西  山 9 6 7 7 5 6 9 7 3 9 2 6 76 1.9 

欽 明 台 11 17 15 12 11 12 17 15 11 15 14 11 161 4.0 

高速道路 1 0 1 2 1 1 1 0 1 0 0 1 9 0.2 

管  外 0 1 2 1 0 0 1 2 1 0 1 0 9 0.2 

合 計 394 328 339 346 297 312 338 368 326 310 307 336 4,001 100.0 

 
地区別救急出動件数 
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八幡 1,535件

38.4％

橋本 440件

11.0％
川口 128件 3.2％

岩田 41件 1.0％野尻 12件 0.3％上津屋 52件 1.3％

上奈良12件 0.3％

下奈良 74件 1.9％

内里 62件 1.6％
戸津76件 1.9％

美濃山 154…

男山 1,160…

西山 76件

1.9%

欽明台 161件 4.0% 高速道路 9件 0.2% 管外 9件 0.2%



(4) 病院別月別救急搬送人員数 

平成31年1月1日～令和元年12月31日 

月別 

病院別 
1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 合計 比率 

美杉会男山病院 115 92 114 118 91 90 96 131 114 79 95 95 1,230 33.0 

八 幡 中 央 病 院 43 30 33 20 17 31 39 37 21 31 31 28 361 9.7 

宇治徳洲会病院 30 24 20 16 25 18 15 20 26 21 23 23 261 7.0 

京都岡本記念病院 102 79 86 86 76 77 85 83 78 104 72 97 1,025 27.5 

枚 方 公 済 病 院 12 10 17 8 21 15 19 20 10 14 10 9 165 4.4 

その他 
市内 2 0 0 3 1 0 0 2 0 0 0 1 9 0.2 

市外 67 64 42 63 40 64 56 58 58 45 57 64 678 18.2 

合 計 371 299 312 314 271 295 310 351 307 294 288 317 3,729 100 

月別 

比率 

元年 10.0 8.0 8.4 8.4 7.3 7.9 8.3 9.4 8.2 7.9 7.7 8.5 100  

30 8.8 8.7 7.1 7.6 8.5 7.9 10.3 9.9 8.2 7.4 7.6 8.0 100  

29 9.4 7.9 8.2 8.9 8.6 7.1 9.1 8.6 7.4 8.6 7.7 8.5 100  

                          （単位：人 比率：％） 

 

病院別救急搬送比率 

 
月別救急搬送人員比率 
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美杉会男山病院

1,230 人 33.0％

八幡中央病院

361 人 9.7％

宇治徳洲会病院

261 人 7.0％

京都岡本記念病院

1,025 人 27.5％

枚方公済病院

165 人 4.4％

その他市内

9 人 0.2％

その他市外

678 人 18.2％

10.0

8.0
8.4 8.4

7.3

7.9

8.3

9.4

8.2
7.9

7.7

8.5
8.8 8.7

7.1

7.6

8.5
7.9

10.3

9.9

8.2

7.4
7.6

8.0

9.4

7.9
8.2

8.9
8.6

7.1

9.1

8.6

7.4

8.6

7.7

8.5

6

7

8

9

10

11

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

令和元年 平成30年 平成29年



(5) 事故種別管内管外別救急搬送人員数 

          平成31年1月1日～令和元年12月 31日 

事故種別 

 

 

区分 

火 
 

災 

自
然
災
害 

水
難
事
故 

交
通
事
故 

労
働
災
害 

運
動
競
技 

一
般
負
傷 

加 
 

害 

自
損
行
為 

急 
 

病 

そ 

の 

他 

合 
 

計 
比
率 

管内に住所 
を有する者 

1 0 0 214 12 8 462 5 17 2,343 178 3,240 86.9 

管外に住所 
を有する者 

1 0 0 137 40 11 53 0 1 175 61 479 12.8 

所在不明者 0 0 0 3 1 0 0 0 1 5 0 10 0.3 

合   計 2 0 0 354 53 19 515 5 19 2,523 239 3,729 100.0 

比 率 0.1 0 0 9.5 1.4 0.5 13.8 0.1 0.5 67.7 6.4 100.0  

                         （単位：人 比率：％） 

事故種別救急搬送人員比率 

管内・管外別救急搬送人員比率 
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火災 2人 0.1％交通事故 354人 9.5％労働災害 53人 1.4％

運動競技 19人

0.5％

一般負傷 515人

13.8％

加 害 5人 0.1％

自損行為 19人 0.5％
急病

2,523人

67.7％

その他

239人

6.4％

管内に住所を有する者

3,240人 86.9％

管外に住所を有する者

479人 12.8％

所在不明者

10人 0.3％



(6) 覚知別月別救急出動件数 

平成31年1月1日～令和元年12月31日 

月別 

 

覚知別 

1 

月 

2 

月 

3

月 

4 

月 

5

月 

6

月 

7 

月 

8 

月 

9 

月 

10 

月 

11 

月 

12 

月 
合計 比率 

専  用 168 159 147 160 113 131 149 159 135 141 131 142 1,735 43.4 

一般加入 35 27 32 26 33 20 16 29 19 28 23 30 318 8.0 

駆け付け 4 3 3 2 1 1 0 2 4 1 4 3 28 0.7 

携  帯 177 132 142 151 139 152 161 167 157 132 141 151 1,802 45.0 

そ の 他 10 7 15 7 11 8 12 11 11 8 8 10 118 2.9 

合  計 394 328 339 346 297 312 338 368 326 310 307 336 4,001 100.0 

月別 

比率 

元 9.9 8.2 8.5 8.7 7.4 7.8 8.4 9.2 8.1 7.7 7.7 8.4 100.0  

30 8.8 9.0 7.1 8.1 8.1 7.8 10.2 9.6 8.2 7.9 7.7 8.1 100.0  

29 9.3 8.0 8.5 8.7 8.3 7.0 9.3 8.6 7.4 8.6 7.9 8.4 100.0  

※小数点第２位四捨五入                           （単位：件 比率：％） 

覚知別救急出動比率 

月別救急出動比率 
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専用 1,735件 43.4％

一般加入 318件 8.0％駆け付け 28件 0.7％

携帯 1,802件 45.0％

その他 118件 2.9％

9.3

8

8.5
8.7

8.3

7

9.3

8.6

7.4

8.6

7.9

8.4

8.8
9

7.1

7.5

8.1
7.8

10.3

9.6

8.2

7.9
7.7

8.1

9.9

8.2
8.5

8.7

7.4

7.8

8.4

9.2

8.1

7.7
7.7

8.4

6

7

8

9

10

11

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月



(7) 事故種別月別救急出動件数 

平成31年1月1日～令和元年12月31日 

   事故種別 

 

月 別 

合 
 
  
計 

火 
 
  
災 

自
然
災
害 

水
難
事
故 

交
通
事
故 

労
働
災
害 

運
動
競
技 

一
般
負
傷 

加 
 
 
害 

自
損
行
為 

急 
 
 
病 

転
院
搬
送 

そ  

の 

他 

不 

搬 

送 

１月 
出動件数 394 1 0 0 29 3 1 48 0 2 276 33 1 

29 
搬送人員 371 0 0 0 29 3 1 44 0 1 260 33 0 

２月 
出動件数 328 0 0 0 27 5 1 43 0 4 228 17 3 

29 
搬送人員 299 0 0 0 27 5 1 38 0 4 207 17 0 

３月 
出動件数 339 1 0 0 42 3 3 47 2 1 212 24 4 

28 
搬送人員 312 0 0 0 38 3 3 44 1 1 198 24 0 

４月 
出動件数 346 0 0 0 28 6 1 52 2 5 226 22 4 

34 
搬送人員 314 0 0 0 29 5 1 47 2 4 204 22 0 

５月 
出動件数 297 2 0 0 27 2 1 42 1 5 186 25 6 

27 
搬送人員 271 0 0 0 25 2 1 38 0 4 176 25 0 

６月 
出動件数 312 0 0 0 38 6 3 51 0 3 193 17 1 

18 
搬送人員 295 0 0 0 33 6 3 48 0 1 187 17 0 

７月 
出動件数 338 1 0 0 30 12 1 45 1 1 224 16 7 

29 
搬送人員 310 0 0 0 28 12 1 41 1 1 210 16 0 

８月 
出動件数 368 1 0 0 32 2 1 35 0 1 277 13 6 

19 
搬送人員 351 1 0 0 29 2 1 35 0 0 270 13 0 

９月 
出動件数 326 0 0 0 31 4 1 41 0 4 231 9 5 

24 
搬送人員 307 0 0 0 33 4 1 42 0 2 216 9 0 

10月 
出動件数 310 0 0 0 27 5 3 50 0 0 202 20 3 

19 
搬送人員 294 0 0 0 28 5 3 46 0 0 191 20 1 

11月 
出動件数 307 0 0 0 32 4 2 50 0 1 197 19 2 

22 
搬送人員 288 0 0 0 31 4 2 47 0 0 185 19 0 

12月 
出動件数 336 1 0 0 27 2 1 45 1 1 229 23 6 

21 
搬送人員 317 1 0 0 24 2 1 45 1 1 219 23 0 

合計 
出動件数 4,001 7 0 0 370 54 19 549 7 28 2,681 238 48 

299 
搬送人員 3,729 2 0 0 354 53 19 515 5 19 2,523 238 1 

 
 

-81-



(8) 事故種別年齢区分別救急搬送人員数 

平成31年1月1日～令和元年12月31日 

事故種別 

 

 

区分 

火 
 
  
災 

自
然
災
害 

水
難
事
故 

交
通
事
故 

労
働
災
害 

運
動
競
技 

一
般
負
傷 

加 
 
 
害 

自
損
行
為 

急 
 
 
病 

そ 

の 

他 

合 
 
  
計 

年齢 
区分 
比率 

新生児 
生後 28日未満 

0 0 0 0 0 0 1 0 0 2 0 3 0.1 

乳幼児  生後 
28日～7歳未満 

0 0 0 12 0 0 41 0 0 122 3 178 4.7 

少年 
7歳～18歳未満 0 0 0 27 1 6 21 1 0 56 2 114 3.1 

成人 
18歳～65歳未満 1 0 0 208 43 11 81 3 14 620 69 1,050 28.1 

高齢者 
65歳以上 1 0 0 107 9 2 371 1 5 1,723 165 2,384 64.0 

合   計 2 0 0 354 53 19 515 5 19 2,523 239 3,729 100.0 

（単位：人 比率：％） 

年齢区分別救急搬送人員数比率 

 
(9)男女別月別救急搬送人員数 

平成31年1月1日～令和元年12月31日 

月別 

性別 

１

月 

２

月 

３

月 

４

月 

５

月 

６

月 

７

月 

８

月 

９

月 

10

月 

11

月 

12

月 
合計 

比 

率 

男 性 203 140 165 157 133 145 157 158 163 161 147 165 1,894 51.0 

女 性 168 159 147 157 138 150 153 193 144 133 141 152 1,835 49.0 

合 計 371 299 312 314 271 295 310 351 307 294 288 317 3,729 100.0 

（単位：人 比率：％） 
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新生児 生後28日 3人 0.1％

乳幼児生後28日～7歳未満

178人 4.7％

少年 7歳～18歳未満

114人 3.1％

成人 18歳～65歳未満 1,050人

28.1％

高齢者 65歳以上

2,384人

64％



(10) 曜日別月別１日平均救急出動件数 

平成31年1月1日～令和元年12月31日 

月別 

曜日別 

１

月 

２

月 

３

月 

４

月 

５

月 

６

月 

７

月 

８

月 

９

月 

10

月 

11

月 

12

月 
合計 

曜日別 

比 率 

日曜日 47 37 69 55 36 53 34 51 59 41 46 58 586 14.6 

月曜日 61 51 42 56 37 37 67 47 50 42 57 49 596 14.9 

火曜日 54 57 41 53 33 54 64 40 47 41 36 66 586 14.7 

水曜日 79 44 38 39 47 37 54 47 42 51 36 32 546 13.7 

木曜日 66 41 40 46 53 45 46 64 40 45 40 44 570 14.2 

金曜日 39 45 52 58 52 32 47 56 49 44 44 46 564 14.1 

土曜日 48 53 57 39 39 54 26 63 39 46 48 41 553 13.8 

合 計 394 328 339 346 297 312 338 368 326 310 307 336 4,001 100.0 

１
日
平
均 

元 12.7 11.7 10.9 11.5 9.6 10.4 10.9 11.9 10.9 10.0 10.2 10.8 11.0 － 

30 11.2 12.7 9.0 9.9 10.4 10.3 13.2 12.3 10.8 10.1 10.2 10.4 10.9 － 

29 11.2 10.6 10.3 10.8 10.0 8.7 11.2 10.4 9.2 10.4 9.9 10.1 10.2 － 

(単位：件 比率：％) 

曜日別救急出動件数（率） 

 

月別１日平均救急出動件数 
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13

13.5

14

14.5

15

日曜日 月曜日 火曜日 水曜日 木曜日 金曜日 土曜日

14.6

14.9

14.7

13.7

14.2
14.1

13.8

12.7

11.7

10.9

11.5

9.6

10.4

10.9

11.9

10.9

10 10.2

10.8
1111.2

12.7

9

9.9
10.4

10.3

13.2

12.3

10.8

10.1
10.2 10.4

10.9

11.2

10.6
10.3

10.8

10

8.7

11.2

10.4

9.2

10.4

9.9 10.1
10.2

8

9

10

11

12

13

14

１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 年間

令和元年 平成30年 平成29年



(11)時間別月別救急出動件数 

平成31年1月1日～令和元年12月31日 

月別 

時間別 
１
月 

２
月 

３
月 

４
月 

５
月 

６
月 

７
月 

８
月 

９
月 

10
月 

11
月 

12
月 

合計 
時間別 
比 率 

0～ 2 13 16 19 15 8 11 12 15 17 10 18 15 169 4.2 

2～ 4 15 15 11 19 14 10 9 19 19 7 8 11 157 3.9 

4～ 6 15 12 10 12 10 12 7 12 15 12 10 15 142 3.5 

6～ 8 30 18 35 23 15 20 22 36 19 15 18 25 276 6.9 

8～10 52 40 43 38 39 30 45 34 38 40 34 34 467 11.7 

10～12 55 45 47 49 30 44 49 42 38 38 32 50 519 13.0 

12～14 41 38 20 42 31 34 30 32 44 35 37 43 427 10.7 

14～16 45 35 24 39 37 28 44 46 36 34 31 27 426 10.7 

16～18 36 25 37 37 47 44 40 35 29 34 36 32 432 10.8 

18～20 40 27 48 30 27 40 33 34 30 39 34 35 417 10.4 

20～22 33 36 26 22 22 22 26 38 22 30 23 24 324 8.1 

22～24 19 21 19 20 17 17 21 25 19 16 26 25 245 6.1 

合 計 394 328 339 346 297 312 338 368 326 310 307 336 4,001 100.0 

（単位：件 比率：％) 

時間別救急出動比率 

 

 

午前午後の比率 

区分 

年 
午前 午後 

令和 元年 43.2 56.8 

平成 30年 41.9 58.1 

平成 29年 43.2 56.8 

平成 28年 42.4 57.6 

平成 27年 44.0 56.0 
 
 
 
 
 
 

-84-

4.2 3.9

3.5

6.9

11.7
13

10.7

10.7

10.8 10.4

8.1

6.1

2

4

6

8

10

12

14

0～ 2 2～ 4 4～ 6 6～ 8 8～10 10～12 12～14 14～16 16～18 18～20 20～22 22～24

44

42.4

43.2

41.9

43.2

56

57.6

56.8

58.1

56.8

平成27年

平成28年

平成29年

平成30年

令和元年

午前 午後



(12) 応急処置実施状況 

平成31年1月1日～令和元年12月31日 

事故種別 

応急措置 
交通事故 一般負傷 急  病 そ の 他 合  計 

処 置 対 象 人 員 ３５３ ５１２ ２，５２３ ３３７ ３，７２５ 

止 血 ３６ ８４ １９ １５ １５４ 

固 定 ６９ ２７ ４ １２ １１２ 

心 肺 蘇 生 ３ ３ ４５ ３ ５４ 

気 道 確 保 ２ ４ ５４ ４ ６４ 

酸 素 吸 入 １４ １６ ３５６ ５８ ４４４ 

保 温 ４４ １１４ ６５５ ８５ ８９８ 

被 覆 ３２ ９３ ８ １７ １５０ 

除 細 動 ０ ０ ３ ０ ３ 

静 脈 路 確 保 ０ １ ２０ １ ２２ 

器 具 を 用 い た 

気 道 確 保 
１ ２ １７ １ ２１ 

血 圧 測 定 ３４５ ４８７ ２，４２４ ３２８ ３，５８４ 

聴 診 器 に よ る 

心 音 等 の 聴 取 
８８ ９８ ７９５ ７３ １,０５４ 

血中酸素飽和度測定 ３４７ ５０５ ２,４７１ ３３２ ３，６５５ 

心 電 図 測 定 １２３ ２０９ １，７９７ ２０５ ２，３３４ 

そ の 他 ２３１ ３４７ １，７００ ２０６ ２，４８４ 

合   計 １，３３５ １，９９０ １０，３６８ １，３４０ １５，０３３ 

単位：件、人 
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６．気象統計 

(1) 風速、気温、湿度、降雨量 

平成31年1月1日～令和元年12月31日 

  月 

区分 
１
月 

２
月 

３
月 

４
月 

５
月 

６
月 

７
月 

８
月 

９
月 

10
月 

11
月 

12
月 

平
均 

平均風速 1.7 1.8 2.1 2.3 2.3 2.2 1.9 2.4 2.2 2.1 1.6 1.4 2.0 
平均風向 南西 東 東 北東 東 東 北東 南西 北東 北東 東 東 東 

最大瞬間風速 18.2 13.7 16.4 17.7 17.2 16.2 12.8 23.9 18.7 23.3 13.9 18.7 23.9 

平均気温 5.2 6.8 9.7 13.9 20.6 23.7 26.5 29.4 26.4 20.0 12.8 8.2 17.0 

最高気温 12.6 17.0 21.3 27.2 33.4 32.5 37.0 40.2 36.9 33.9 23.2 17.2 40.2 

最低気温 -1.8 -1.7 -0.3 1.3 5.7 16.6 20.4 20.8 14.5 10.6 2.8 1.0 -1.8 

平均相対湿度 74.4 72.6 68.5 63.8 54.9 70.2 80.5 73.6 73.3 79.9 75.0 80.1 72.3 

実効湿度 74.2 72.9 68.8 62.8 56.0 68.0 80.9 72.4 74.4 78.8 75.3 79.4 72.0 

10分最大雨量 1.0 1.0 2.5 3.0 2.5 13.5 5.0 10.0 4.0 14.5 2.5 1.5 5.0 

時間最大雨量 3.5 3.5 7.0 7.5 12.0 23.5 20.0 32.5 10.0 23.0 3.5 4.0 12.5 

月 最 大 雨 量 15.5 15.0 17.5 28.5 34.0 28.0 41.0 87.5 11.0 94.0 10.5 12.5 33.0 

月積算雨量 18.5 39.5 71.0 106.0 66.5 131.0 176.5 310.0 33.5 250.5 20.0 51.5 106.2 

(2) 注意報・警報・特別警報発令回数 ※京都地方気象台発表 

平成31年1月1日～令和元年12月31日 

月 

区分 
１
月 

２
月 

３
月 

４
月 

５
月 

６
月 

７
月 

８
月 

９
月 

10
月 

11
月 

12
月 

合
計 

注 

 

 

意 

 

 

報 

風雪 1            1 

強風   1 1 1 2 1 1 1 2  1 11 

大雨      4 6 8 2 3   23 

大雪 1            1 

洪水     1 1 1 3  1   7 

着雪              

乾燥  1 6 9 6 6  2 1    31 

濃霧  1  1      1 1 1 5 

霜   12 10 1        23 

低温              

雷 6 3 9 5 7 9 14 15 11 7 4 4 94 

小計 8 5 28 26 16 22 22 29 15 14 5 6 196 

警 

 

報 

暴風          1   1 

大雨        2     2 

大雪              

洪水        1     1 

小計        3  1   4 

特別警報（大雨）              

合 計 8 5 28 26 16 22 22 32 15 15 5 6 200 
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(3) 過去の気温、降雨量（過去 15年間） 

各年いずれも1月1日～12月31日 

① 平均気温（℃） ②最高気温（℃） ③最低気温（℃） ④年間降雨量（mm） 

年 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 元 

① 15.6 15.7 16.1 15.8 15.9 16.4 16.2 15.9 16.3 16.6 16.5 17.0 16.1 17.0 17.0 

② 37.5 38.7 38.9 37.9 37.2 38.8 38.6 38.2 39.6 37.8 38.9 38.2 38.6 40.3 40.2 

③ -3.8 -4.4 -3.6 -2.9 -3.4 -4.2 -3.5 -4.0 -3.0 -2.7 -1.7 -4.0 -2.9 -3.4 -1.8 

④ 965 1584 1187 1496 1303 1687 1684 1822 1597 1283 1702 1581 1491 1552 1274 

①平均気温（℃） 

②最高気温（℃） 

③最低気温（℃） 

④年間総雨量（mm） 
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15.6

15.7
16.1

15.8

15.9 16.4
16.2

15.9

16.3

16.6

16.5 17

16.1

17.0 17

15

16

17
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１．消防団の沿革 

 

年  次 沿革・主な事業 

昭和２９年１０月 町村合併に伴い、八幡町消防団として発足する。 

昭和３１年 ２月 八幡町消防団条例を制定する。 

１団、１２部、団員３００人をもって再発足する。 

昭和３２年 ２月 三輪ポンプ自動車を９部、１０部に配置する。 

      ３月 上奈良に水防倉庫を設置する。 

昭和３３年 １月 京都市・八幡町消防応援協定を締結する。 

昭和３４年 ３月 浜上津屋に水防倉庫を設置する。 

昭和３５年 ４月 普通消防ポンプ自動車を２部に配置する。 

昭和３７年 ４月 小型動力ポンプ積載車を１１部に配置する。 

     １１月 橋本に水防倉庫を設置する。 

昭和３８年１２月 普通消防ポンプ自動車を４部に配置する。 

昭和３９年１２月 八幡町非常勤消防団に係る退職報償金の支給に関する条例を制定する。 

昭和４０年 ９月 普通消防ポンプ自動車を１部に配置する。 

昭和４１年１１月 八幡町消防団員等公務災害補償条例を制定する。 

昭和４２年 １月 普通消防ポンプ自動車を６部に配置する。 

     １１月 普通消防ポンプ自動車を３部に配置する。 

昭和４３年 ３月 川口に水防倉庫を設置する。 

小型動力ポンプ積載車を５部、７部、８部、１１部、１２部に配置し、これに

よりすべての部に消防ポンプ車の配置が完了する。 

     １０月 京都府知事より表彰される。（表彰旗授与：24日） 

昭和４４年 １月 消防団本部に専門部長制度を採用する。 

      ４月 第２分団第２部に消防団消防器具庫を新設する。 

     １２月 普通消防ポンプ自動車を９部、１０部に更新配置する。 

昭和４６年 １月 小型動力ポンプを４部、７部、９部に配置する。 

      ２月 第１分団第１部に消防団消防器具庫を新設する。 

昭和４７年 ３月 消防庁長官より表彰される。（竿頭綬授与：1日） 

第２分団第１部に消防団消防器具庫を新設する。 

昭和４８年 ３月 第４分団第３部に消防団消防器具庫を新設する。 

      ４月 消防団の組織強化を図り、１団、４分団、１２部制を採用する。 

     １０月 京都府知事より表彰される。（竿頭綬授与） 

昭和５０年１２月 消防庁舎の新築に伴い、消防団の本部を八幡町大字八幡小字高畑１－１に移転

する。 

昭和５１年 ２月 第２分団第３部に消防団消防器具庫を新設する。 

昭和５２年 ３月 消防庁長官より表彰される。(表彰旗授与：4日) 

      ９月 第３分団第３部に消防団消防器具庫を新設する。 

     １１月 市制施行に伴い、八幡市消防団となる。 

団長以下３００人、ポンプ自動車７台、小型動力ポンプ積載車５台、台車付小

型動力ポンプ３台の機械力を擁する。 
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年  次 沿革・主な事業 

昭和５２年１２月 第３分団第３部に小型動力ポンプ積載車を配置する。 

第４分団第１部に公会堂と併設で、消防団消防器具庫を新設する。 

第１分団第２部の消防ポンプ自動車を更新配置する。 

昭和５３年 ３月 第１分団第２部に消防団消防器具庫を新設する。 

昭和５４年１２月 第２分団第３部、第３分団第１部及び第２部、第４分団第２部及び第３部の積

載車を更新する。 

昭和５６年 ３月 第３分団第１部に消防団消防器具庫を新設する。 

      ４月 男山団地の消防団を充実させるため、団員の増員を図る。消防団に組織改正を

行い、１団、４分団、１３部、３２５人となる。 

昭和５７年 １月 第３分団第２部に消防団消防器具庫を新設する。 

      ３月 第２分団第２部の消防ポンプ自動車を更新する。 

昭和５８年 １月 第１分団第４部に、消防団消防器具庫を新設する。 

第１分団第４部に、小型動力ポンプ付積載車を配置する。 

第４分団第２部に消防団消防器具庫を新設する。 

      ３月 第３分団第２部の小型動力ポンプ積載車を更新する。 

昭和５９年 ３月 第３分団第１部の小型動力ポンプ積載車を更新する。 

      ９月 第４分団第３部の小型動力ポンプ積載車を更新する 

昭和６０年 ８月 第１分団第１部の消防ポンプ自動車を更新する。 

      ９月 第４分団第２部の小型動力ポンプ積載車を更新する。 

昭和６１年１２月 第１分団第３部に、消防団消防器具庫を新設する。 

第１分団第３部の消防ポンプ自動車を更新する。 

分団長以上に携帯用受信機を配置する。 

昭和６２年 ９月 各部長に携帯用受信機を配置する。 

     １０月 第１分団が京都府知事より表彰される。（竿頭綬授与） 

昭和６３年１０月 第２分団が京都府知事より表彰される。（竿頭綬授与） 

     １２月 第２分団第１部の消防ポンプ自動車を更新する。 

平成 ２年 ３月 第３分団第３部及び第４分団第１部のポンプ自動車を更新する。 

     １０月 第４分団が京都府知事より表彰される。（竿頭綬授与） 

平成 ３年 ２月 第３分団第３部の小型動力ポンプ付積載車を更新する。 

平成 ６年 ３月 第４分団第３部にホース干し台を新設する。 

      ４月 緊急連絡用として、団長及び副団長にポケットベルを配置する。 

      ７月 副分団長以上にトランシーバーを配置する。 

     １０月 第１回消防団ソフトボール大会を開催する。 

平成 ７年 ５月 緊急連絡用として、分団長にポケットベルを配備する。 

      ７月 部長以上に災害現場用トランシーバーを配置する。 

      ９月 第２回消防団ソフトボール大会を開催する。 

第３分団第３部に公会堂に併設して、消防団消防器具庫を新設する。 

平成 ８年 ２月 第２分団第３部、第３分団第１部、第４分団第３部の消防団消防器具庫の改修

を行う。 

      ３月 消防団各車両（１４台）に、発電機、投光器を積載する。 
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年  次 沿革・主な事業 

平成 ８年 ３月 消防団小型ポンプ積載車（７台）に消火器１０型を設置する。 

      ４月 中野武司消防団長が京都府消防協会綴喜支部副支部長に就任される。 

      ７月 第４分団第３部が第１４回京都府消防操法大会の小型ポンプ操法の部に出場

する。 

     １１月 日本消防協会優良消防団表彰調査並びに市長査閲を実施する。（17日） 

     １２月 消防団各部に、拡声器、強力ライトを配備する。 

平成 ９年 ２月 日本消防協会より表彰される。（表彰旗授与：14日） 

放火事案に対処して、消防団、警察署の合同による特別警戒を実施する。 

平成１０年 ８月 第３分団第２部が第１５回京都府消防操法大会の小型ポンプ操法の部に出場

する。 

     １０月 ５０周年記念事業で雲龍水並びに階梯操法（器械体操で、斜めに立てかけたは

しご）を披露する。 

平成１１年 ３月 第３分団第３部、第４分団第１部の消防団消防器具庫シャッターにイラストを

入れる。 

     １０月 消防団特別秋季訓練を実施する。 

     １２月 コンピューター西暦２０００年問題に対して、全地域で１２月３１日から翌年

１月１日にかけて、年末特別警戒を実施する。 

平成１２年 ４月 消防団ポンプ操法指導員を配置する。 

      ８月 第４分団第１部が第１６回京都府消防操法大会のポンプ車操法の部に出場し、

奨励賞を受賞する。 

     １０月 作業着を更新（灰色から紺色に変更）し、貸与する。併せて、アポロキャップ

を導入する。 

     １１月 京都府消防協会長表彰旗表彰調査並びに市長査閲を実施する。（19日） 

平成１３年 １月 京都府消防協会長より表彰される。（表彰旗授与：7日） 

      ２月 第３分団第２部の消防団消防器具庫を移転新築する。（シャッターにイラスト

を入れる。） 

第１分団第２部の消防団消防器具庫を改築する。（シャッターにイラストを入

れる。） 

      ３月 石清水八幡宮において、第１分団、第２分団合同による山林火災想定訓練を実

施する。 

      ４月 中野武司消防団長が京都府消防協会綴喜支部長に就任される。 

      ９月 八幡市防災訓練に出動する。（2日） 

     １０月 消防団特別秋季訓練を実施する。 

     １２月 第４分団第３部の消防団消防器具庫を移転新築する。 

平成１４年 ６月 八幡市水防訓練に出動する。 

      ８月 第４分団第２部が第１７回京都府消防操法大会の小型ポンプ操法の部に出場

する。 

      ９月 橋本地区において、消防団、消防本部、自主防災隊との合同訓練を実施する。 

     １２月 年末特別警戒を実施する。（25日～30日：各地域） 

平成１５年 １月 消防出初式を男山中学校グラウンドにおいて実施する。 
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年  次 沿革・主な事業 

平成１５年 ２月 第１分団第２部及び第３分団１部、第３部の消防用車両を小型ポンプ付積載車

（軽）に更新する。 

      ８月 第１７回京都府消防協会綴喜支部消防操法大会に出場する。（3日 小型の部：

第４分団、ポンプ自動車の部：第１分団） 

      ９月 八幡市防災訓練に出場する。（7日） 

     １０月 秋季訓練を実施する。（16日、23日） 

     １１月 火災予防運動で防火パレードに参加する。（8日） 

自治体消防５５周年記念大会に参加する。（19日、20日：東京ドーム） 

     １２月 年末特別警戒を実施する。（25日～30日：各地域） 

平成１６年 １月 消防出初式を男山中学校グラウンドにおいて実施する。 

      ２月 第２分団第３部及び第４分団第３部の消防用車両を小型動力ポンプ付積載車

（軽）に更新する。 

      ４月 消防団員数 ３１５人（4月 1日現在） 

      ５月 淀川・木津川水防事務組合の合同水防訓練に参加する。（8日：第３・第４分団） 

      ６月 八幡市合同水防訓練に参加する。（5日） 

      ８月 第１８回京都府消防操法大会に参加する。（第３分団） 

      ９月 八幡市防災訓練に参加する。（5日） 

普通救命講習を受講する。（第１分団） 

     １０月 夜間秋季訓練を実施する。（7日、14日） 

普通救命講習を受講する。（第２分団） 

     １１月 普通救命講習を受講する。（第３分団） 

     １２月 普通救命講習を受講する。（第４分団） 

年末特別警戒を実施する。（25日～30日：各地域） 

消防団ポンプ操法訓練用となる小型動力ポンプ（Ｂ－３級）を配置する。 

平成１７年 １月 消防出初式を男山第二中学校グラウンドで実施する。 

      ３月 第２分団第２部及び第４分団第２部の消防用車両を小型動力ポンプ付積載車

（軽）に更新する。 

      ４月 消防団員数 ３０７人（４月１日現在） 

      ５月 

 

淀川・木津川水防事務組合の合同水防訓練に参加する。（17日：第１・第２分

団） 

      ７月 第１８回京都府消防協会綴喜支部消防操法大会に出場する。（31日：宇治田原

町 小型の部：第４分団第３部 自動車の部：第３分団第３部） 

      ９月 八幡市防災訓練に参加する。（4日） 

普通救命講習を受講する。（第４分団） 

     １０月 秋季訓練を実施する。（礼式訓練、各個訓練） 

普通救命講習を受講する。（第１分団） 

     １１月 普通救命講習を受講する。（第２分団） 

     １２月 普通救命講習を受講する。（第３分団） 

年末特別警戒を実施する。（25日～30日：各地域） 

平成１８年 １月 消防出初式を男山第二中学校グラウンドで実施する。 
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年  次 沿革・主な事業 

平成１８年 ３月       第１分団第４部の消防用車両を小型動力ポンプ付積載車（軽）に更新する。 

      ４月 消防団員数 ３１３人（4月 1日現在） 

森口英明消防団長が京都府消防協会綴喜支部長に就任される。（17日） 

      ５月 国土交通省主催による桂川、宇治川、木津川水防合同演習に消防団員３１人が

参加する。（14日：桂川久我橋下流左岸河川敷） 

      ８月 第１９回京都府消防操法大会に出場する。（6 日：京都府立丹波自然運動公園 

小型の部：第１分団第１部） 

     １０月 秋季訓練を実施する。（13日） 

森口英明消防団長が「府民の消防賞」を受賞される。（19日） 

普通救命講習を受講する。（第３・第４分団） 

     １１月 普通救命講習を受講する。（第１・２分団） 

     １２月 年末特別警戒を実施する。（25日～30日：各地域） 

平成１９年 １月 消防出初式を男山中学校体育館で実施する。（7日） 

      ２月 京都府知事から「特別表彰旗」を受賞する。（4日） 

      ３月 第１分団第１部及び第１分団第３部の団車両を小型動力ポンプ付積載車（軽）

に更新する。 

      ４月 消防団員数 ３１２人（4月 1日現在） 

      ５月 淀川・木津川水防事務組合の合同水防訓練に参加する。（12日：第３・第４分

団） 

      ７月 第１９回京都府消防協会綴喜支部消防操法大会に出場する。（20日：京田辺市 

小型の部：第２分団第２部 自動車の部：第２分団第１部） 

      ９月 普通救命講習を受講する。（9日：第３・４分団） 

普通救命講習を受講する。（30日：第１・２分団） 

     １０月 秋季訓練を実施する。（5日） 

     １２月 年末特別警戒を実施する。（25日～30日：各地域） 

平成２０年 １月 消防出初式を男山中学校グラウンドで実施する。（6日） 

      ３月 自治体消防６０周年記念式典（日本武道館）に、団長、副団長が参加する。 

      ４月 消防団員数 ３１８人（4月 1日現在） 

      ５月 淀川・木津川水防事務組合の合同水防訓練に参加する。（10日：第１・第２分

団） 

      ６月 八幡市水防訓練に参加する。（7日） 

      ７月 第２０回京都府消防操法大会に参加し、特別賞を受賞する。（27日：京都府立

丹波運動自然公園） 

      ９月 京都府防災訓練に参加する。（15日） 

     １１月 市長査閲を実施する。（2日：美濃山小学校グラウンド） 

     １２月 年末特別警戒を実施する。（27日～30日：各地域） 

平成２１年 １月 消防出初式を男山第二中学校グラウンドで実施する。（11日） 

      ３月 

   

第２分団第１部及び第４分団第１部の消防用車両を小型ポンプ付積載車（軽）

に更新する。 

      ４月 消防団員数 ３２１人（4月 1日現在） 
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年  次 沿革・主な事業 

平成２１年 ５月 淀川・木津川水防事務組合の合同水防訓練に参加する。（9日：第３・第４分団） 

      ７月 第２０回京都府消防協会綴喜支部消防操法大会に出場する。（26 日：宇治田原

町住民グラウンド 小型ポンプの部：第４分団第１部） 

      ８月 機関員講習を実施する。（23日、30日） 

      ９月 普通救命講習を受講する。（23日） 

１０月 秋季訓練を実施する。（各個訓練、礼式訓練） 

１２月 年末特別警戒を実施する。（27日～30日：各地域） 

平成２２年 １月 消防出初式を男山第二中学校グラウンドで実施する。（10日） 

      ３月 第３分団第３部（下区及び二階堂地区の２台）の団車両を小型動力ポンプ付積

載車（軽）に更新する。 

      ４月 消防団員数 ３２１人（4月 1日現在） 

      ５月 淀川・木津川水防事務組合の合同水防訓練に参加する。（8日：第１・第２分団） 

      ８月 第２１回京都府消防操法大会に出場する。（1日：京都府丹波自然運動公園） 

機関員講習会を開催する。（22日、29日） 

      ９月 普通救命講習会を受講する。（23日） 

     １０月 秋季訓練（夜間）を実施する。（15日） 

     １２月 年末警戒を実施する。（27日～30日：各地域） 

平成２３年 １月 消防出初式を男山中学校グラウンドで実施する。（9日） 

      ４月 消防団員数 ３１９人（4月 1日現在） 

新入団員訓練を実施する。（24日） 

      ５月 淀川・木津川水防事務組合の合同水防訓練に参加する。（14日：第３・４分団） 

      ７月 澱川右岸水防事務組合の水防訓練に参加する。（8日） 

第２１回京都府消防協会綴喜支部消防操法大会に出場し、奨励賞を授与され

る。（31日：宇治田原町住民グランド 小型ポンプの部：第２分団第３部） 

      ８月 機関員講習会を実施する。（21日、28日） 

      ９月 普通救命講習会を受講する。（23日） 

     １０月 秋季訓練（夜間）を実施する。 

     １２月 年末警戒を実施する。（27日～30日：各地域） 

平成２４年 １月 消防出初式に参加する。（8日：男山中学校グラウンド） 

      ４月 消防団員数 ３２０人（4月 1日現在） 

      ５月 淀川・木津川水防事務組合の合同水防訓練に参加する。（12 日：第１・第２分

団） 

      ６月 八幡市水防訓練に参加する。（2日：川口市民公園） 

      ８月       第２２回京都府消防操法大会に出場する。（京都府丹波自然運動公園 小型の

部：第３分団第２部） 

機関員講習会を実施する。（19日、26日：市民防災広場） 

      ９月 普通救命講習を受講する。（22日：コミュニティ消防・防災センター） 

     １０月 秋季訓練（夜間）を実施する。（12日、26日） 

     １２月 年末警戒を実施する。（27日～30日：各地域） 
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年  次 沿革・主な事業 

平成２５年 １月 消防出初式に参加する。（6日：男山第二中学校グラウンド） 

      ４月 消防団員数 ３２０人（4月 1日現在） 

新入団員訓練を実施する。（21日：市民防災広場） 

      ５月 淀川・木津川水防事務組合水防訓練に参加する。（11日：第３・第４分団） 

      ６月 八幡市水防訓練に参加する。（8日：川口市民公園） 

      ７月 第２２回京都府消防協会綴喜支部消防操法大会において、小型ポンプの部に第

４分団第２部が出場し、奨励賞が授与される。（28 日：宇治田原町住民グラウ

ンド） 

      ８月 機関員講習会を開催する。（18日、25日：市民防災広場） 

      ９月 救命講習を受講する。（21日：コミュニティ消防・防災センター） 

     １１月 秋季訓練を実施する。（1日） 

京都府消防団長ＯＢ会発足３０周年記念に西村忠雄団長が出席する。（6日） 

消防団１２０年・自治体消防６０周年記念式典に、西村忠雄団長他本部役員８

人が参加する。（24日～25日：東京ドーム） 

     １２月 年末警戒を実施する（27日～30日：各地域） 

平成２６年 １月 消防出初式に参加する。（12日：男山第二中学校グラウンド） 

      ２月 第２８回京都府消防大会に参加する。（9日） 

      ４月 消防団員数 ３２３人（4月 1日現在） 

消防団入退団式を開催する。（6日：コミュニティ消防・防災センター） 

新入団員訓練を実施する。（20日：市民防災広場） 

      ５月 淀川・木津川水防事務組合水防訓練に参加する。（10日：第１・第２分団） 

八幡市水防訓練に参加する。（31日：川口市民公園） 

      ８月 第２３回京都府消防操法大会に出場する。（3日：京都府丹波自然運動公園 小

型ポンプの部：訓練指導員選抜チーム） 

機関員講習会を実施する。（17日、24日：市民防災広場） 

      ９月 普通救命講習会を受講する。（20日：コミュニティ消防・防災センター） 

１０月 秋季訓練を実施する。（17日、24日：市民防災広場） 

１２月 年末警戒を実施する。（27日～30日：各地域） 

平成２７年 １月 消防出初式に参加する。（11日：男山中学校グラウンド） 

２月 京都府知事消防定例表彰式に参加する。（8日） 

４月 

 

消防団員数 ３１６人（4月 1日現在） 

消防団入退団式（5日：コミュニティ消防・防災センター） 

新入団員礼式訓練を実施する。（19日：市民防災広場） 

５月 淀川・木津川水防事務組合水防訓練に参加する。（9日：第３・第４分団） 

八幡市水防訓練に参加する。（30日：川口市民公園） 

７月 第２３回京都府消防協会綴喜支部消防操法大会が開催され、第１分団第２部が

小型ポンプの部に出場し、３８年ぶりに優勝する。（26 日：宇治田原住民グラ

ウンド） 

８月 機関員講習会を実施する。（23日、30日：市民防災広場） 

９月 普通救命講習会に参加する。（26日：コミュニティ消防・防災センター） 

     １１月 秋季訓練を実施する。（16日、23日：旧八幡東小グラウンド） 
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年  次 沿革・主な事業 

１２月 年末警戒を実施する。（27日～30日：各地域） 

平成２８年 １月 消防出初式に参加する。（10日：男山中学校グラウンド） 

      ４月 消防団員数３１７人（4月1日現在） 

消防団入退団式（3日：コミュニティ消防・防災センター） 

新入団員訓練を実施する。（17日：市民防災広場） 

５月 淀川・木津川水防事務組合水防訓練に参加する。（14日：第１・第２分団） 

７月 八幡市水防訓練に参加する。（28日：川口市民公園） 

第２４回京都府消防操法大会に出場する。（31日：京都府丹波自然運動公園 

小型ポンプの部 第２分団第２部） 

８月 機関員講習会を実施する。（21日、28日：市民防災広場） 

９月 普通救命講習会に参加する。（24日：コミュニティ消防・防災センター） 

１０月 秋季訓練を実施する。（14日、21日：旧八幡東小グラウンド） 

１２月 年末警戒を実施する。（27日～30日：各地域） 

平成２９年 １月 消防出初式に参加する。（8日：男山第二中学校体育館） 

      ２月 京都府知事消防定例表彰式に参加する。（5日） 

      ４月 消防団員数３１８人（4月１日現在） 

消防団入退団式（9日：コミュニティ消防・防災センター） 

新入団員訓練を実施する。（23日：市民防災広場） 

５月 淀川・木津川水防事務組合水防訓練に参加する。（13日：第３・第４分団） 

６月 二階堂消防器具庫建替に伴う入札を実施する。（26日） 

７月 消防団綴喜支部合同訓練に参加する。（2日） 

８月 第２４回京都府消防協会綴喜支部消防操法大会が開催され、第３分団第２部が

小型ポンプの部に出場する。（6日：京都府立消防学校南部訓練拠点施設） 

機関員講習会を実施する。（20日：第１・第２分団：市民防災広場） 

機関員講習会を実施する。（27日：第３・第４分団：市民防災広場） 

９月 京都府総合防災訓練に参加する。（3日） 

普通救命講習会に参加する。（23日） 

     １０月 西村忠雄消防団長「府民の消防賞」を受賞する。（26日） 

京都府知事優良消防団事務審査を受ける。（30日） 

     １１月 市長査閲並びに京都府知事優良消防団表彰調査を実施する。（5日：八幡市民グ

ラウンド） 

二階堂消防器具庫の建替工事（新築移設）が完了する。（16日） 

安全・安心のまちづくりパレードに参加する。（23日：市内） 

     １２月      年末警戒を実施する。（27日～30日：各地域） 

平成３０年 １月 消防出初式に参加する。（12日：男山第二中学校体育館） 

２月 第３０回京都府消防大会に参加する。（4日：京都コンサートホール） 

京都府知事表彰旗を受賞する。（4日：京都コンサートホール） 

３月 自治体消防制度７０周年記念式典に参加する。（7日：東京・両国国技館） 

４月 消防団員数３１８人（4月1日現在） 

西村忠雄消防団長が京都府消防協会綴喜支部長に就任される。（1日） 
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年  次 沿革・主な事業 

平成３０年 ４月 消防団入退団式（8日：コミュニティ消防・防災センター） 

新入団員訓練を実施する。（22日：旧八幡東小学校グラウンド） 

 ５月 淀川・木津川水防事務組合水防訓練に参加する。（12日：第１・第２分団） 

      ６月 消防団員数３１９人（6月1日現在） 

八幡市水防訓練に参加する。（2日：川口市民公園） 

７月 綴喜支部合同訓練に参加する。（8日：京都府立消防学校南部訓練拠点） 

８月 第２５回京都府消防操法大会が開催され、第４分団第３部が小型ポンプの部に

出場する。（５日：京都府立丹波自然運動公園） 

 機関員講習会を実施する。（19日：第１・２分団） 

 機関員講習会を実施する。（26日：第３・４分団） 

９月 普通救命講習会に参加する。（22日） 

１１月 安全・安心のまちづくりパレードに参加する（23日：市内） 

１２月 年末警戒を実施する。（27日～30日まで各地域） 

平成３１年 １月 消防出初式に参加する。（12日：男山中学校グラウンド） 

４月 消防団員数３１８人（４月１日現在） 

 消防団入退団式（７日：コミュ二ティ消防・防災センター） 

 新入団員訓練を実施する。（21日：旧八幡東小学校） 

令和元年  ５月 淀川・木津川水防事務組合水防訓練に参加する。（11日：第３・第４分団） 

６月 八幡市水防訓練に参加する。（1日：川口運動公園） 

７月 綴喜支部合同訓練に参加する。（7日：京都府立消防学校南部訓練拠点） 

第２５回京都府消防協会綴喜支部消防操法大会が開催され、第１分団第３部が

小型ポンプの部に出場する。（28日：京都府立消防学校南部訓練拠点施設） 

８月 機関員講習会を実施する（18日：旧東小学校グランド） 

９月 普通救命講習会に参加する。（21日） 

     １１月 秋季訓練を実施する（1日：旧八幡東小学校） 

 安全・安心のまちづくりパレードに参加する。（23日：市内） 

 第３１回京都府消防大会に参加する。（24日：国際会館） 

１２月 年末警戒を実施する。（27日～30日まで各地域） 

令和２年  １月 消防出初式に参加する。（12日：男山中学校グラウンド） 

４月 消防団員数317人（4月 1日現在） 

７月 新入団員訓練を実施する。（19日：市民防災広場） 
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２．歴代消防団長 

 

年代 氏 名 在 職 期 間 在職年数 備考 

初代 辻井伊三郎 昭和２９年１０月～昭和３８年 ３月  ８年 ６月  

 ２ 狩野光雄 昭和３８年 ４月～昭和４７年 ９月  ９年 ６月  

 ３ 橋本金造 昭和４７年１０月～昭和５９年 ３月 １１年 ６月  

 ４ 前田榮次 昭和５９年 ４月～平成 ２年 ３月  ６年  

 ５ 藤本昌治 平成 ２年 ４月～平成 ６年 ３月  ４年  

 ６ 中野武司 平成 ６年 ４月～平成１４年 ３月  ８年 ※１ 

 ７ 藤本次郎 平成１４年 ４月～平成１５年 ４月  １年 １月  

 ８ 森口英明 平成１５年 ５月～平成２１年 ３月  ５年１１月 ※２ 

 ９ 松田孝夫 平成２１年 ４月～平成２３年 ３月  ２年  

１０ 西村忠雄 平成２３年 ４月～   ９年～ ※３ 

 

※１ 中野武司 消防協会綴喜支部長 平成 13年 4月１日～平成 14年3月 31日 

※２ 森口英明 消防協会綴喜支部長 平成 18年 4月１日～平成 19年3月 31日 

※３ 西村忠雄 消防協会綴喜支部長 平成 30年 4月 1日～令和 2年 3月 31日 
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３．消防団の組織 

 

 八幡市では、火事のないまちづくりを目指して、消防団の充実と強化を図り、火災、震災、

その他の事情に応じた活動を実施しています。 

令和2年4月1日現在 
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４．報酬・費用弁償 

 

 八幡市消防団条例に基づき、報酬及び水難や火災等に出動した場合に出動費用弁償が支給

されます。                           令和2年4月1日現在 

階級 

区分 
団 長 副団長 分団長 

副分団

長 
部 長 班 長 団 員 

年 報 酬 169,500 128,500 107,500 87,500 71,500 39,500 28,000 

出動費弁償 出動１回に付き1,000円、ただし、勤務状況により4,000円以内において加算 

（単位：円） 

５．消防団員年齢構成 

令和2年4月1日現 

年齢別 

 

階級別 

20
才
未
満 

20
才
～
24

才 25
才
～
29

才 30
才
～
34

才 35
才
～
39

才 40
才
～
44

才 45
才
～
49

才 50
才
～
54

才 55
才
～
59

才 60
才
以
上 

計
（
人
） 

構
成
比
率 

団   長         1  1 0.3 

副 団 長        1 1  2 0.6 

分 団 長      1 1 2   4 1.3 

副分団長     1 2 1    4 1.3 

部   長    2 2 5 3   1 13 4.1 

班   長   5 1 15 11 5 1 1  39 12.3 

団   員  8 16 39 57 49 58 18 5 4 254 80.1 

計  8 21 42 75 68 68 22 8 5 317 100.0 

構成比率  2.5 6.6 13.2 23.7 21.5 21.5 6.9 2.5 1.6 100.0  

※ 平均年齢：40.5才 
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20才～24才

8人 2.5％
25才～29才

21人 6.6％

30才～34才

42人 13.2％

35才～39才

75人 23.7％

40才～44才

68人 21.5％

45才～49才

68人 21.5％

50才～54才

22人 6.9％

55才～59才

8人 2.5％

60才以上

5人 1.6％



６．消防団員数及び平均年齢（過去１０年間） 
各年4月1日現在 

年度 23 24 25 26 27 28 29 30 元 ２ 

団 員 数 319 320 320 323 316 317 318 318 318 317 

平均年齢 36.5 37.2 37.4 38.0 38.4 38.3 39.0 39.4 40.1 40.5 

 

７．消防団員勤続年数 
令和2年4月1日現在 

勤続年数別 

 

 

分団別 

５
年
未
満 

５
～
９
年 

10
～
14
年 

15
～
19
年 

20
～
24
年 

25
～
29
年 

30
年
以
上 

計
（
人
） 

構
成
比
率 

団 本 部   2 2 1 3 3 11 3.5 

第 1分団 20 17 29 13 10 4 2 95 30.0 

第２分団 16 17 12 12 6 8 1 72 22.7 

第３分団 16 17 12 8 10 5 3 71 22.4 

第４分団 9 12 23 14 10   68 21.4 

計（人） 61 63 76 49 37 20 9 317 100.0 

構成比率 19.2 19.9 24.6 15.5 11.7 6.3 2.8 100.0  

（単位：人） 
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319
320 320

323

316 317
318 318 318

317

315

318

321

324

23 24 25 26 27 28 29 30 元 2

団 員 数

5年未満

61人 19.2％

5～9年

63人 19.9％

10年～14年

76人 24.6％

15年～19年

49人 15.5％

20年～24年

37人 11.7％

25年～29年

20人 6.3％

30年以上

9人 2.8％

36.5
37.2 37.4

38
38.4 38.3 39 39.4

40.1 40.5

35
36
37
38
39
40
41

23 24 25 26 27 28 29 30 元 2

平均年齢



８．消防力（消防団） 

 

令和2年4月1日現在 

消防団 

３１７人 

消防団員 

一人に対する 

面 積 ０．０７６８１㎢ 総面積 ２４．３５  ㎢ 

総人口 ７０，７８９人  

総世帯 ３３，２１９世帯 

人 口 ２２３．３人 

世帯数 １０４．８世帯 

 

 

９．消防団員職業別構成 

令和2年4月1日現在 

  職業別 

 

 

 

 

区分 

農

業 

建

設

業 

製

造

業 

電
気
・
ガ
ス
・
水
道
業 

運

輸

・

通

信

業 

卸
売
・
小
売
・
飲
食
店
業 

金

融

・

保

険

業 

サ

ー

ビ

ス

業 

公

務

員

等 

そ

の

他 

合

計 

人数  人 34 38 51 11 18 28 3 49 56 29 317 

割合  ％ 10.7 12.0 16.1 3.5 5.7 8.8 0.9 15.5 17.7 9.1 100.0 
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農業

34人 10.7％

建設業

38人 12.0％

製造業

51人 16.1％

電気・ガス・水道業

11人 3.5％

運輸・通信業

18人 5.7％
卸売・小売・飲食店業

28人 8.8％

金融・保険業

3人 0.9％

サービス業

49人 15.5％

公務員等

56人 17.7％

その他

29人 9.1％



１０．過去５年間の出動状況（消防団） 
各年度いずれも4月1日～3月31日 

種 別 

 

 

 

 

 

年度・区分 

火

災

出

動 

訓 
 
 
 
 
 

練 

ポ
ン
プ
操
法
訓
練 

特
別
警
戒
（
年
末
警
戒
等
） 

そ
の
他
（
行
事
等
） 

警

防

調

査 

（
水
利
点
検
・
ポ
ン
プ
点
検
等
） 

広

報

・

指

導

等 

合

計 

２７ 
出動回数 2 24 32 4 29 159 4 254 

出動延人員 34 616 875 356 473 636 8 2,998 

２８ 
出動回数 2 24 34 7 31 158 4 260 

出動延人員 38 638 953 427 440 632 8 3,136 

２９ 
出動回数 4 42 42 4 45 157 4 298 

出動延人員 5 2,149 715 356 709 628 9 4,571 

３０ 
出動回数 3 24 38 9 44 157 6 281 

出動延人員 54 656 875 457 444 628 46 3,160 

元 
出動回数 3 18 39 4 38 152 2 256 

出動延人員 72 455 699 356 459 608 5 2,654 

出動回数 

出動延人員 

 
１１．消防団員等の教育状況 

令和2年4月1日現在 

研修先 
年度 

教育科目 
２７ ２８ ２９ ３０ 元 

府
立
消
防
学
校 

幹部教育 

初級幹部科 ４  ４  ３ 

中級幹部科      

指揮幹部科（現場指揮課程） ２  ２  ２ 

指揮幹部科（分団指導課程）  ２  ２  

専科教育 警 防 科 ４ ６ ６ ６ ５ 

特別教育 操法指導科  ５  ６  

女性消防隊員課程      

合   計 １０ １３ １２ １４ １０ 

※女性消防隊課程：対象は女性防火推進隊員 
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254 260

298
281

256

250

280

310

27 28 29 30 元

2,998 3,136 4,571
3,160

2,654

2,600

3,600

4,600

27 28 29 30 元



１２．消防団車両の配置状況 

令和2年4月1日現在 

名    称 配備年月日 
ポンプ 

種 別 
自動車登録番号 

分団 

部 
地域 

小型動力ポンプ付積載車（軽） 平成１９年 ３月１８日 Ｂ－３級 京都８８０ あ・４６９ 1-1 
1区 
南山 
安居塚 

小型動力ポンプ付積載車（軽） 平成１５年 １月２９日 Ｂ－３級 京都８０ あ２０９６ 1-2 ２区 

小型動力ポンプ付積載車（軽） 平成１９年 ３月１９日 Ｂ－３級 京都８８０ あ・４６８ 1-3 ６区 

小型動力ポンプ付積載車（軽） 平成１８年 ３月３１日 Ｂ－３級 京８８０ あ・２５２ 1-4 男山地区 

小型動力ポンプ付積載車（軽） 平成２１年 ３月２０日 Ｂ－３級 京都８８０ あ・９１４ 2-1 ３区 

小型動力ポンプ付積載車（軽） 平成１７年 ３月１５日 Ｂ－３級 京８８０ あ・・４８ 2-2 
４区 

西山 

小型動力ポンプ付積載車（軽） 平成１６年 ２月 １日 Ｂ－３級 京８０ あ２３３７ 2-3 ５区 

小型動力ポンプ付積載車（軽） 平成１５年 １月２９日 Ｂ－３級 京都８０ あ２０９５ 3-1 上区 

小型動力ポンプ付積載車（軽） 平成１５年 １月２９日 Ｂ－３級 京都８０ あ２０９７ 3-2 中区 

小型動力ポンプ付積載車（軽） 平成２２年 ３月１２日 Ｂ－３級 京都８８０ あ１１３８ 3-3 下区 

小型動力ポンプ付積載車（軽） 平成２２年 ３月１２日 Ｂ－３級 京都８８0 あ１１３９ 3-3 
下区 

(二階堂) 

小型動力ポンプ付積載車（軽） 平成２１年 ３月２０日 Ｂ－３級 京８８０ あ・９１５ 4-1 内里 

小型動力ポンプ付積載車（軽） 平成１７年 ３月１５日 Ｂ－３級 京８８０ さ・・４７ 4-2 戸津 

小型動力ポンプ付積載車（軽） 平成１６年 ２月 １日 Ｂ－３級 京８０ あ２３３６ 4-3 
美濃山区 

欽明台 
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